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はじめに 
   

 

世田谷区では、平成１２年４月の都区制度改革による東京都からの清掃事業の 

移管を受け、ごみの減量を重大な課題として位置づけ、重点的に取り組むととも 

に、移管前から区が取り組んできたリサイクル事業のより一層の推進を図ってき 

ました。 

  

本冊子は、ごみの発生・排出抑制に重点を置き、世田谷区内の事業者の皆さん 

に、事業系廃棄物の仕組みや現状、適正な処理方法について知っていただくとと 

もに、排出者として、積極的にごみの減量やリサイクルに取り組んでいただくこ 

とを目的としています。 

 

そして、区民・事業者が主体となって暮らしや事業活動のあり方、「もの」との 

 つきあい方を見直し、環境に配慮した生産・消費のあり方へと転換し、不要となっ 

た「もの」は循環させ、それでもなお排出されるごみは適正に取り扱う社会、「環 

境に配慮した持続可能な社会」の実現を、事業者との協働によりめざしていきたい 

と考えております。 

 

事業者の皆様には、本冊子をご活用いただき、ごみの減量やリサイクルを通じて、 

環境に配慮した取り組みに一層のご協力をお願いいたします。 
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このガイドブックでは、主に事業系一般廃
棄物に関する内容を説明しています。 

このガイドブックで使われる用語 
■「廃棄物」…ごみのほか資源（古紙等リサイクルできるもの）を含む 
■「法」又は「廃棄物処理法」…廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
■「令」…廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令  
■「条例」…世田谷区清掃・リサイクル条例     
■「規則」…世田谷区清掃・リサイクル条例施行規則 
■「一廃」…一般廃棄物                ■「産廃」…産業廃棄物 
■「特管一廃」…特別管理一般廃棄物          ■「特管産廃」…特別管理産業廃棄物 
■「清掃一組」…東京二十三区清掃一部事務組合  
■「清掃工場等」…清掃工場と中防処理施設（粗大ごみ破砕処理施設・不燃ごみ処理センター・選別機） 
■「許可業者」…地方公共団体の長から許可を受けた廃棄物処理業者 

参照ページがある場合は、この

マークでお知らせします。 
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１ 廃棄物・リサイクル関連の法体系      
  地球の環境問題を考慮し、豊かな地球環境を保全するためには、大量生産・大量消

費・大量廃棄型の社会から脱却し、環境への負荷低減のために廃棄物の発生抑制やリサ

イクルを積極的に実践する、循環型社会を実現することが求められています。 

  ここでは、その循環型社会の実現のために現在整備されている主な法律を紹介します。 

 

 

  

環境基本法 環境基本計画 

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組み法） 

・廃棄物を資源に変え、正しく利用する 
・天然資源の消費を抑える 
・環境への負荷を減らす 

＜廃棄物の適正処理＞ ＜再生利用の推進＞ 

廃棄物処理法 

・廃棄物の発生抑制 
・廃棄物の適正処理（リサイクルを含む） 
・廃棄物処理施設の設置規制 
・廃棄物処理業者に対する規制 
・廃棄物処理基準の設定    等 

容器包装リサイクル法（びん、ペットボトル、紙製・プラスチック製容器包装など） 

食品リサイクル法（食品残さ）                                          

建設リサイクル法（木材、コンクリート、アスファルト）                 

自動車リサイクル法（自動車） 

小型家電リサイクル法（小型電子機器など） 

資源有効利用促進法 

プラスチック資源循環促進法（プラスチック） 

・再生資源のリサイクル 
・リサイクル容易な構造・材質などの工夫 
・分別回収のための表示 
・副産物の有効利用の促進 

そのほかにも、国が率先して再生品などを調達することを推進するグリーン購入法なども
あります。 

＜個別物品の特性に応じた規制＞ 

家電リサイクル法（エアコン、冷蔵庫・冷凍庫、テレビ、洗濯機・衣類乾燥機） 

P.44参照 

P.44参照 
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２ 事業系廃棄物とは             

条例では、一般家庭の日常生活に伴って生じた廃棄物１を「家庭廃棄物」、会社やお店

などの事業活動（※）に伴って生じた廃棄物を「事業系廃棄物」と区分しています

さらに、事業系廃棄物は「一般廃棄物（一廃）」と「産業廃棄物（産廃）」に分かれます。  

産廃は、法令により 20種類が指定され、一廃は、産廃以外のものをいいます。 
 

(※)事業活動とは、会社やお店など営利を目的とする場合だけでなく、官公署や学校、町会・自 

治会、ＮＰＯ法人のように、公共サービスの提供や非営利を目的とする場合も含まれます。 
 

３ 世田谷区の事業系廃棄物の現状          
（１）世田谷区の事業系廃棄物の推移(単位：トン) ※産業廃棄物を含む 

     

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

※数量値は、区内事業用大規模建築物（1,000㎡以上）の事業者から提出された再利用計画書の集

計によるもので、区内の事業系廃棄物の総量を示すものではありません。 

※事業用大規模建築物の基準は、平成 29年度までは 3,000㎡以上でしたが、平成 30年度から現在

の 1,000㎡以上に変更され、500㎡以上の特定商業施設を含みます。 
 

上のグラフは、平成 30年度から令和５年度までの実績値で、1000㎡以上の事業所

の分を集計したものです。 

リサイクル率は令和元年度に下降したものの、概ね 60％前後の横ばいで推移してい

ます。 

また、廃棄量とリサイクル量を足した全体量については、令和３年度までは減少し

ていましたが、令和４・５年度は再び増加しており、令和３年度までの減少も新型コ

ロナウイルス感染症の影響によるものであると推測され、事業系ごみの削減が進んで

いるとは言えません。 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

１ 
法第２条第１項 「廃棄物」とは、ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカリ、動物の死体その他

の汚物又は不要物であつて、固形状又は液状のもの（放射性物質及びこれによつて汚染された物を除く。）をいう。  

  法第２条第２項 「一般廃棄物」とは、産業廃棄物以外の廃棄物をいう。  

P.7～8 参照 

32279.5 28875.5 
29166.4 

28325.7 29782.5 29133.3 

20053.1

21910.5
19217.7 19099.6

19476.7 20418.1

61.7% 56.9% 60.3% 59.7% 60.5% 58.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

平成３０年度～令和５年度の実績値

リサイクル量 廃棄量 リサイクル率



3 

 

（２）世田谷区の事業系廃棄物の組成 

下記の円グラフは、(１)のグラフと同様、再利用計画書を集計したものです。令和
５年度の 1,000㎡以上の廃棄物発生量の品目別割合を算出しています。産業廃棄物よ

りも一般廃棄物の方が多く、一般廃棄物の内訳は半分以上が紙類であることが分かり
ます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上の棒グラフは、令和５年度（1,000㎡以上）のリサイクル量と、廃棄量の割合を
品目別に算出したものです。その他の項目を除くと、「厨芥」と「その他の紙類」の
リサイクル率が特に低いことが分かります。厨芥については、他のごみと分別し、
再生利用処理施設へ搬入することにより、飼料やバイオマス発電の原料としてリサ
イクルすることが可能です。その他の紙類については、封筒やお菓子の空き箱・付
箋等のリサイクルできる紙類が当てはまります。これらの紙類は、紙ごみの中に混
入しているケースが多く見受けられますので、正しく分別し、リサイクル業者に委
託することで、トイレットペーパー等の紙製品の原料としてリサイクルできます。 
 

※図表の中の割合や数値は、統計上の端数処理をしているため、その合計が一致しない、もしくは 100％にならないことがあります。 
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（３）一般廃棄物のごみ収集量の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

上図は区内で排出された一般廃棄物が清掃工場等に搬入されたごみ量の推移で、棒
グラフは区が収集したごみ量（可燃ごみ・不燃ごみ・粗大ごみ）と持込ごみ（事業系
ごみ）量で構成されています。（可燃ごみ・不燃ごみには、家庭ごみの他に一部小規
模事業系ごみが含まれます。）また、折れ線グラフは区民１人１日あたりのごみ排出
量２を示しています。 

まず、棒グラフを見ると、令和元年度から令和２年度にかけては、新型コロナウイ
ルス感染症により在宅勤務や巣ごもり等が増えた影響で、区で収集したごみ量は増加
していますが、平成 30年度までは順調に減少しており、令和５年度に至っては、平
成６年度以降最も少ないごみ量となっています。一方、事業系ごみは、令和元年度～
令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により飲食店の営業自粛や営業時間短
縮等が増えた影響でごみ量は減少し、それ以降は横ばいで推移しています。 

しかし、新型コロナウイルス感染症の影響も収まりつつある中で、社会経済活動も
年々回復してきていることから、今後は事業系のごみ量が増加すると推察されます。 

令和２年度から家庭ごみが順調に減少している一方で、全体のごみ量の減少を妨げ
ないためにも、今後は事業系ごみのさらなる減量に取り組んでいくことが重要です。 

また、世田谷区一般廃棄物処理基本計画では、令和 16年度までの区民１人１日あ 
たりのごみ排出量の目標値を 450（g/人/日）に設定していますが、この数値には小 
規模事業所といった区の収集を利用している一部の事業系ごみも含まれていることか 
ら、目標達成のためには、やはり事業系ごみの減量が重要な課題であるといえます。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

２ 
算出方法：各年度の可燃ごみ・不燃ごみ収集量を各年度の人口・年間日数で除して算出。 
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４ 事業者に求められる役割           
法や条例により、事業活動に伴って生じた廃棄物（事業系廃棄物）は、事業者の責任

で適正に処理すること（自己処理責任３）が義務づけられています。 

事業系廃棄物の適正処理には、以下の３つの原則があります。 
 

（１）ごみにしない 

事業系廃棄物の３Ｒ（発生抑制（リデュース）、再使用（リユース）、再生利用

（リサイクル））を積極的に行い、ごみの減量に努めて下さい。ただし、再生利用は

環境負荷を伴い、ごみとして処理する以上の費用がかかることもあるため、３Ｒの

うち優先順位の高い「発生抑制」と「再使用」の２Ｒの取組みが特に重要です。 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（２）適正な分別 

事業系廃棄物は、一般廃棄物と産業廃棄物に、さらにはリサイクルの推進のため 

に、品目別に適正に分別して下さい。 
 

（３）責任を持って 

事業系廃棄物は適正に分別した後、自ら処理できない場合は、責任を持って許可

業者に処理を委託して下さい。事業者の皆さんの責任は、廃棄物を発生させた時点

から最終処分されるまで続きます。 

また、「拡大生産者責任７」の考え方に基づき、生産・流通など各部門の事業活動

の中で、廃棄の段階までを想定して事業を行って下さい。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

３  
法第３条第１項 事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければならない。   

条例第９条第２項 事業者は、その事業系廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければならない。 
４  

循環型社会形成推進基本法第２条第１項 「循環型社会」とは、製品等が廃棄物等となることが抑制され、並びに製品等が循環資

源となった場合においてはこれについて適正に循環的な利用が行われることが促進され、及び循環的な利用が行われない循環資

源については適正な処分（略）が確保され、もって天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限り低減される社会をいう。 
５  

企業や団体などの組織が行動する際に、環境に対する負荷を軽減する活動を継続して実施するための仕組みを規定した規格。 
６  

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）2015 年に国連で開かれたサミットで採択された「持続可能な開発目標」。2030 年まで

に国際社会が共通で取り組む 17 の目標と 169 のターゲットからなる。 
７  

ＥＰＲ（Extended Producer Responsibility）。例えば、生産者は生産行為だけに責任を負うのではなく、それが廃棄物となった段

階にまで責任を負うべきであるとする考え方。 

     

     
２Ｒに取り組むメリットってなんですか？ 

以下のように、様々なメリットがあります。 

環境保全に寄与 

地域や地球規模の環境保全に寄与しま
す。天然資源の消費の抑制や焼却による
CO2の削減を含む環境負荷の低減のた
め、区は循環型社会４を目指すことを基
本理念としています。 

コスト削減＆従業員の意識醸成 

事業系廃棄物の処理は無料ではありませ
ん。２Ｒの取組みは、廃棄物処理のコス
ト削減につながります。また、２Ｒや３
Ｒの取組みを通じて、ごみやリサイクル
に対する従業員の意識が高まります。 

企業イメージの向上 

環境問題への関心が高まり、ISO14001５等の認証を取得する 

企業や、SDGs６に基づく事業活動を行う企業が増えています。 P.18参照 
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排出事業者責任８の徹底について（環境省通知） 

    廃棄された冷凍カツの不正転売事件等を契機として、平成 29年（2017年）３

月環境省から以下の通知が出されました。 

環廃対発第 1703212号  

環廃産発第 1703211号  

平成２９年３月２１日  

各都道府県・政令市廃棄物処理担当部（局）長殿 

 

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課長   

産業廃棄物課長   

 

廃棄物処理行政の推進については、かねてより種々御尽力、御協力いただいているところである。 

 事業活動に伴って排出される廃棄物については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第

１３７号。以下「廃棄物処理法」という。）第３条第１項において「事業者は、その事業活動に伴って生じ

た廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければならない」とする排出事業者責任が規定されており、

これまで、委託基準・再委託基準の順次強化、産業廃棄物管理票の全面義務化等により強化されてきたとこ

ろである。 

 しかし、平成２８年１月、建設廃棄物について、下請け業者に処理の委託を無責任に繰り返し、最終的に

処理能力の低い無許可解体業者によって不法投棄がなされた不適正処理事案が判明するとともに、同月、食

品製造業者及び食品販売事業者が廃棄物処分業者に処分委託をした食品廃棄物が、当該処分業者により不適

正に転売され、複数の事業者を介し、食品として流通するという事案が判明したところであり、不適正処理

事案は後を絶たない。特に、食品廃棄物の不適正転売事案は食品に対する消費者の信頼を揺るがせた悪質か

つ重大な事件である。（後略） 

 

【通知の主旨】 

１ そもそも廃棄物の処理には、不適正な処理（不法投棄等）をすることによって利益を得る一方

で、重大な環境汚染を引き起こすという構造的特性がある。 

２ 廃棄物処理法第 3条において、事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任にお

いて適正に処理しなければならず、また、当該廃棄物の再生利用等を行うことによりその減量に努

めなければならないとする排出事業者責任を定めている。 

３ 排出事業者の有する責任は、その廃棄物の処理を他人に委託すれば終了するものではない。 

４ 排出事業者は、委託する処理業者を自らの責任で決定すべきものであり、処理業者との委託契約

に際して、委託する廃棄物の種類・数量、料金、契約の有効期間等の根幹的内容は、排出事業者と

処理業者の間で決定するものであり、自らの責任を果たす観点から、これらの決定を第三者に委ね

るべきではない。 

５ これらの内容の決定を第三者に委ねることにより、排出事業者と処理業者との直接の関係性が希

薄になるのみならず、斡旋等を行った第三者に対する仲介料等が発生し、処理業者に適正な処理費

用が支払われなくなるといった状況が生じ、委託基準や処理基準違反、ひいては不法投棄等の不適

正処理につながるおそれがある。 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

８  
法第３条第２項 事業者は、その事業活動に伴つて生じた廃棄物の再生利用等を行うことによりその減量に努めるとともに、物の

製造、加工、販売等に際して、その製品、容器等が廃棄物となつた場合における処理の困難性についてあらかじめ自ら評価し、

適正な処理が困難にならないような製品、容器等の開発を行うこと、その製品、容器等に係る廃棄物の適正な処理の方法につい

ての情報を提供すること等により、その製品、容器等が廃棄物となつた場合においてその適正な処理が困難になることのないよ

うにしなければならない。 

法第３条第３項 事業者は、前二項に定めるもののほか、廃棄物の減量その他その適正な処理の確保等に関し国及び地方公共団体

の施策に協力しなければならない。 
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５ 事業系廃棄物の区分             

家庭から生じる廃棄物はすべて「一般廃棄物」ですが、事業活動に伴って生じる廃棄

物は、「一般廃棄物（一廃）」と「産業廃棄物（産廃）」に分かれます。 

産廃は、法令により 20種類が指定され、一廃は、産廃以外のものをいいます。 
 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

９
  一度に大量に出す場合（おおむね 45 リットルの袋で４袋以上）や、臨時に出す場合は有料になる。 

詳しくは、管轄の清掃事務所へ（事前にご相談下さい）。 

ごみも資源も全て有料 

許可業者に処理を委託するか、

区の収集を利用するなどして適

切に処理して下さい。 

 

１階が事業所で２階が住居のように、事業所と住居が同じ建

物の場合、廃棄物の処理はどうすればいいですか？ 

無料（制限量あり９） 

地域の集積所に出し

て下さい。 

 

事業系廃棄物と家庭廃棄物に分けて出す必要があります。 

事業所から出る缶やガ

ラスびんを集積所の資

源用コンテナに入れる

ことはできません。 

区の収集を利用する場合は、種類

ごとに中身の見える袋に入れ、容

量に見合ったシールを貼って集積

所に出して下さい。  P13 参照 

P.8参照 

廃 

棄

物 
産業廃棄物 

事業系廃棄物 

一般廃棄物 

一般廃棄物 

家庭廃棄物 

「管轄の清掃事務所」

は裏表紙参照 

※そのほかに、特別管理一般廃棄物と 
特別管理産業廃棄物の区分があります。 

P.46参照 



8 

 

  

  

 

    

   『事業所から出るプラスチックは産廃です！』 

「プラスチック」は家庭から出れば一廃なので清掃工場で焼

却できますが、事業所から出る場合は産廃ですので清掃工場

には持ち込めません。業者に処理を委託している場合は生ご

みなどの可燃ごみに混ぜないで下さい。（誤って清掃工場に

産廃を持ち込んだ許可業者は持ち帰りを命じられます。） 

プラスチックや金
属・ガラスででき
た製品は、どの事
業所から出ても産
廃です。 

飲食店は「サービ
ス業」なので、飲
食店から出る「生
ごみ（動植物性残
さ）」は一廃です。 

   『ストップ・ザ・水銀！！』 

水銀を含むごみが、清掃工場に搬入

されてしまうと、環境汚染防止のた

め焼却炉を停止しなければなりま 

せん。処理については、産廃の許可

業者にご相談下さい。 

学校の事務室から
出る「紙くず」
は、①～③のどれ
にも該当しないの
で一廃です。 

①～⑫はどの業種から
出ても産廃ですが、⑬
～⑲は具体例に記載さ
れた指定業種の場合だ
け産廃になります。指
定業種以外から出る場
合は一廃です。 
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６ 事業系廃棄物の適正な処理         
   事業系廃棄物は、次のような流れで処理されます。 

   事業者の皆さんには、それぞれのステップに応じた適切な対応をお願いします。 
 

 

 

 

 

  

 

  

 

※ステップ 3については大半が P.14の清掃工場等への自己持込のため、ステップ 1，2を中心に説明しています。 
 

●一般廃棄物の処理料金 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業者の皆さんには、法による「自己処理責任」の原則から、処理料金(収集運搬費

用＋処分費用)を負担していただいています。区が収集する場合、処理原価 10を基準に

条例で金額を定めており、現在は 1キログラム当たり 46円です。また、一般廃棄物の

処理を許可業者に委託する場合、許可業者はこの金額を超える金額を受け取れないこと

になっています。なお、産業廃棄物には処理料金の上限規定はありません。 
 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

10 
世田谷区が収集する事業系一般廃棄物は家庭ごみと一緒に処理されるが、この処理にはごみ１キログラム当たり約 65 円かかってい

る。「ごみ・資源の処理原価（令和５年度）」（区ホームページ）より。 
11 

一般廃棄物処理業者が一廃の収集運搬や処分を行う場合の処理料金の上限額（一部例外あり）。条例で定める廃棄物処理手数料の額

に相当する金額（＝事業系有料ごみ処理券の基準額）を超えて処理料金を受けることは法第７条第 12 項で禁止されている。 

① 許可業者へ委託する場合 １キログラム当たり 46円（上限額 11）以内 

② 区の収集へ出す場合 

 （事業系有料ごみ処理券） 

 小・10リットル（10枚１組） 870円 

 中・20リットル（10枚１組） 1,740円 

 大・45リットル（10枚１組） 3,910円 

 特大・70リットル（５枚１組） 3,045円 

③ 清掃工場等へ自己搬入する場合 １キログラム当たり 17.5円 

ステップ１ 分別 ステップ２ 収集運搬 ステップ３ 処分 

 
 

清掃工場等 

民間一廃処理施設 

リサイクル施設 

 

民間産廃処理施設 

１ 一般廃棄物 

生ごみ 

紙類 など  

事

業

者 

清掃工場 

（中間処理＝焼却） 

  

埋立処分場 

（最終処分） 

①業者委託 
②区収集 
③自己搬入 

事業所 

（分別・排出） 
※清掃工場へ搬入する際の処分手数料は一律、１キログラム 

当たり 17.5 円 

令和７年４月１日時点 

＝ ＋ 収 集 運 搬 費 用 処 分 費 用 

２ 産業廃棄物 

廃プラスチック 

金属類 など 

②  区  （Ｐ.13） 

① 許可業者（Ｐ.11） 

③自己持込（Ｐ.14） 

自己搬入 

許可業者 

④リサイクル業者 

【資源回収】（Ｐ.16） 
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事業系一般廃棄物を処理する際には、まずリユース（再使用）できるものがないか考

えてみて下さい。 

次に、リサイクル（再生利用）することができるか調べてみて下さい。 

やむを得ず廃棄する場合は、一廃、産廃にきちんと分別し、適正に処理して下さい。 

分別についての詳細は、分別一覧表へ。 

 

 

  一般廃棄物（主に可燃ごみ）     大型のごみ     産業廃棄物（主に不燃ごみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

生ごみ・ 

汚れた紙など 
古紙・ダンボール

など 

一廃（畳・大型の木製家具など） 

 

 

産廃（大型の金属製品など） 

廃プラスチック・ 

金属・ガラスなど 

 

飲食用の缶・ガ

ラスびんなど 

そのとおりです。 

再生資源から作られる再生品の利用は、循環型社会の形成にと

って大変重要です。ＯＡ用紙、事務用品、トイレットペーパー

などは、意識的に再生品を使いましょう。 

再生品を購入する際の目安になるマーク（環境ラベル）には、

例えば以下のようなものがあります。 

資源のリサイクルを推進するには、再生品を利用することも大切

ですよね？ 

ステップ１ 分別 

ごみへ 

資源へ（リサイクル） 

P.50参照 
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清掃工場等の処理施設への収集運搬には、①許可業者に委託する、②区の収集に出す、

③自分で運ぶ、④リサイクル業者に委託する（資源のみ）、の４つの方法があります。 

 

 

 

 

一般廃棄物の収集運搬を他人に依頼する場合には、世田谷区の許可を受けた一般

廃棄物処理業者へ委託して下さい。その際には、処理する一般廃棄物の種類（※）

の許可を受けた業者と処理委託契約を交わします。 
 

（※）２３区で許可業者が取り扱う一般廃棄物の種類（業種によっては産廃扱いとなる。） 

種  類 内  容 

普通ごみ 厨芥（生ごみ）、紙くず、木くず、繊維くず、野菜くずなど 

道路・公園ごみ 道路、公園、河川及び港湾の清掃により発生する一般廃棄物 

しさ・ふさ 水再生センター等から発生するしさ及びふさ 

汚でい 浄化槽や建築物の排水槽から発生するし尿を含む汚でいなど 

動物死体 12 動物の死体及びふん尿 

医療廃棄物 感染性一般廃棄物及びこれに準ずるもの 

廃家電 特定家庭用機器廃棄物 13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

12 
ペットショップなどから出る動物死体は「事業系一廃」、研究機関等から出る動物死体は「医療廃棄物」、畜産農業から出る動物死

体は「産廃」になる。学校や事業所等の敷地内で所有者不明の動物死体（飼育動物は除く）を見つけた場合は、清掃事務所へ（無料）。 
13 

家庭や事業所から出される家庭用の電化製品のうち、リサイクルが義務付けられているエアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯

機・衣類乾燥機のこと。 

『クリーンタウン世田谷（夜間収集）』について 

商店街の可燃ごみ、不燃ごみ（蛍光灯、電球、電池、トナー、家電、消火器、30cm を超えるも

のの回収は、事前申込制。別途料金がかかります。）、資源ごみ（瓶、缶、ペットボトル）を夜

間（日曜日から金曜日）に収集しています。 

収集料金は、区の収集を利用するより安価です。お申込み・お問い合わせは、 

世田谷トラック運送事業協同組合（TEL:03-5716-9028 FAX:03-5716-9029）へ。 

ステップ２ 収集運搬 

① 許可業者に委託 

 一般廃棄物 １ 

無許可業者への委託となり、５年以下の懲役か１千万円（法人は

３億円）以下の罰金、又はその両方が科せられる場合がありま

す。排出者の責任は重いのです。 

区の許可を受けていない業者に委託してしまった場合や、許可の有効

期限が過ぎてしまった業者に委託してしまった場合はどうなるの？ 

P.8参照 
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世田谷区内に本社がある一般廃棄物収集運搬業者一覧（2025年 3月現在） 
 

  

地

域 

許可

番号 
名称 所在地 電話番号 FAX番号 

許可の区分 ※ 

普

通 

道

公 
汚 

動

物 

家

電 

世 

田 

谷 

487 植竹運送有限会社 桜 1-18-5 03-3429-1514 03-3439-1334  ●  ●  

1366 株式会社川端造園 桜丘 5-8-7 03-3429-4047 03-3429-4086  ●    

1254 株式会社小林石庭造園 下馬 6-22-10 03-3414-0272 03-3421-2741  ●    

354 日本環境衛生工業株式会社 世田谷 4-21-5 03-3429-4777 03-3428-9269  ● ●   

北 

沢 

352 環境保全株式会社 赤堤 1-9-12 03-6265-8566 03-3428-9267  ● ●   

1215 株式会社蛭田植物園 北沢 5-1-4 03-3469-3569 03-3469-3854  ●    

1189 緑進造園株式会社 羽根木 1-18-3 03-3322-5090 03-3325-8590  ●    

玉 

川 

1395 株式会社悦興運 尾山台 3-28-20 03-5758-6200 03-5758-6700  ●    

721 玉成運送株式会社 上野毛 4-8-6 03-3700-2651 03-3700-9562  ●    

1445 宮杉エンジニアリング株式会社 上用賀 2-3-1-307 03-6303-5903 03-6303-5903 ●     

1381 用賀運送株式会社 上用賀 5-7-2 03-3709-5401 03-3700-0092 ●     

29 株式会社平和会 桜新町 1-16-8 03-5799-3338 03-5799-3339    ●  

1204 株式会社吉村造園 瀬田 5-4-3 03-3700-1250 03-3707-6309  ●    

1421 新日本ロードメンテナンス株式会社 玉川台 2-1-15 03-3709-7405 03-3707-9348  ●    

350 東京清掃株式会社 玉堤 1-27-21 03-3703-2411 03-3703-2413  ● ●   

1018 株式会社江栄 野毛 2-3-8 03-3705-9312 03-3705-5850 ●     

砧 

1195 株式会社小川植木 大蔵 5-3-2 03-3417-0029 03-3416-5340  ●    

463 有限会社浅見商事 鎌田 2-14-11 090-3139-0736 03-3700-1869 ●     

174 タカサキ興業有限会社 鎌田 2-15-22 03-3700-6123 03-3700-8151 ●     

1320 有限会社松本商店 喜多見 5-14-18 03-3415-1052 03-3415-1086 ●     

349 株式会社東京設備 喜多見 8-2-4 03-5429-6700 03-3428-4616   ●   

353 日本衛生興業株式会社 砧 5-1-1 03-3417-3421 03-3417-3420   ●   

446 有限会社津川商店 成城 9-5-17-402 03-5490-1904 03-5490-1904 ●     

1227 ちとせ緑地株式会社 祖師谷 1-11-16 03-3482-1128 03-3482-1178  ●    

1434 株式会社世田谷リ･グリーン 千歳台 3-15-16 03-3483-0028 03-3483-0064 ★ ●    

1333 株式会社エコ・エイト 千歳台 3-16-15 03-3483-8081 03-3482-8301 ● ●    

1406 有限会社玉山 千歳台 4-26-2 03-6411-9897 03-6411-9897 ●     

烏 

山 

1190 株式会社岡野造園 粕谷 2-5-8 03-3303-3703 03-3304-0702  ●    

918 株式会社井上 八幡山 2-11-6 03-3304-8583 03-3304-8589 ● ●   ● 

355 有限会社丸一衛生興業 南烏山 5-4-10 03-3308-2091 03-3308-2092   ●   

（世田谷区の一般廃棄物収集運搬許可業者：268 者） 

 

★ 株式会社世田谷リ・グリーン（許可番号 1434）は、普通ごみのうち「再生利用を目的とした剪定枝」のみを取り扱っています。 

※ 事業形態、運搬経路等の都合により、契約が成立しない場合もありますのでご了承下さい。 

※ 許可の区分 

  「普通」・・・普通ごみ、「道公」・・・道路・公園ごみ、「汚」・・・汚でい、「動物」・・・動物死体、「家電」・・・廃家電 
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資源・ごみを含め排出日量が 10キログラ

ム未満（45㍑袋で概ね１日１袋程度）の事業

者は、家庭廃棄物の収集に影響がない範囲
14において、区で収集を行うことができま

す。区の収集を利用する事業者は、負担の

適正化の観点から、必ず所定の処理料金の

事業系有料ごみ処理券（シール）を貼って

出して下さい。その際、他の集積所利用者の了解を得て下さい。未貼付、金額不足や

未分別の場合は収集できません。また、粗大ごみ相当の大きさのものは、区では収集

できないため、許可業者に委託して下さい。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上図の段ボールは、たたんだ状態で概ね 100cm×80cm以内の段ボールです。 

14 
条例第 46 条 区長は、規則で定める量【１日平均又は臨時に 10 キログラム以上（規則第 34 条）】の事業系一般廃棄物を排出する

事業者に対し、その事業系一般廃棄物を運搬し、又は処分するよう命ずることができる。 

券 種 枚 数 価格（税込） 

小・10㍑   

1 ｾｯﾄ 10枚 

  

 870円 

中・20㍑ 1,740円 

大・45㍑ 3,910円 

特大・70 ㍑ 1 ｾｯﾄ 5枚 3,045円 

シールは区内のコンビニエンスストア、清掃事務所などで販売しています。 

② 区の収集を利用（事業系有料ごみ処理券を貼り、集積所に出す） 

令和 7 年 4 月 1 日時点 
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   自己持込みには、「継続持込み 15」と「臨時持込み」の２つのパターンがあります。 

手続きは、以下のとおりです。 
 

 

１．清掃工場等に持ち込めるごみか確認する 

   一般廃棄物のみ持ち込むことができます。産業廃棄物は持ち込めません。 

 

 

 

 
 

 

（※） 

 清掃工場（工場により異なる場合あり） 中防処理施設 

柱・棒状 長さ 50cm以下、直径又は幅 10cm以下 長さ 180cm以下、直径又は幅 30cm以下 

板状 一辺の長さ 50cm以下 縦 180cm以下、横 90cm以下 

箱形 対角線の長さ 50cm以下 縦 180cm 以下、横 90cm 以下、奥行 50cm 以下 

 

 

 

 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

15 
23 区内で発生した事業系一般廃棄物を、排出事業者又は許可業者が、定期的・継続的に（概ね１週間に１回以上）清掃工場等に持

ち込むことをいう。継続持込みに該当しない場合は、臨時持込みとなる。 

 

③ 自己持込みにより清掃工場等へ搬入 

持ち込めない物【例】 

ふん尿、動物の死体、特別管理一般廃棄物、有害性の物、爆発性のある物（スプ

レー缶など）、液状の物、粉末状又は顆粒状で飛散するおそれのある物、産業廃

棄物（廃プラスチック、金属、ガラスなど）、既定の寸法（※）を超える物、 

清掃工場にあっては焼却に適さない物（冷凍物、水分を多量に含む物など）                             

   『あわせ産廃とは？』 

    法第 11条第１項は、「事業者は、その産業廃棄物を自ら処理しなければならない」と規定しています

が、第２項で、「区市町村が一廃とあわせて処理することができる産廃」と「区市町村が処理することが

必要であると認める産廃」の２つについては、区市町村が処理することができることとしています。 

    23区では、中小企業対策も考慮して、以下の５品目の産廃に限り、一廃とあわせて収集しています。 

①紙くず、②木くず、③ガラスくず及び陶磁器くず、④金属くず（廃油等の付着している物を除く。）、 

⑤廃プラスチック（原則としてプラスチックの製造、加工業から排出されるものを除く。） 

ただし、あわせ産廃を出すことができるのは、区の収集を利用できる事業者に限ります。その場合、 

③、④は「不燃ごみ」の日に、①、②、⑤は「可燃ごみ」の日に収集します。 

    なお、清掃工場等に直接持ち込む場合は、この５品目は産廃となり、「あわせ産廃」にはなりません。 

継続持込みの場合 臨時持込みの場合 

   『ふれあい指導の取組み』 

    清掃事務所では、ふれあい指導担当職員が、区民や事業者の皆さんとの対話 

を基本に、ごみの減量や出し方のマナー向上のため、日々取り組んでいます。 

ふれあい指導の様子 
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３．清掃工場等へ搬入する 

 

 
 
 
 
 

 
 

 可燃ごみ※１  

施設名 世田谷清掃工場 千歳清掃工場 

電話番号 03-3416-5355 03-3302-2590 

FAX 番号 03-3416-5387 03-3302-2591 

所在地 世田谷区大蔵 1-1-1 世田谷区八幡山 2-7-1 

受付時間  継続持込み 臨時持込み※２ 

自動排出機能あり 5:00～8:00、8:20～15:45 8:20～12:00 

13:00～15:45 自動排出機能なし 8:20～12:00、13:00～15:45 

      ※１ 区内にある清掃工場は２箇所ですが、他の清掃工場を指定されることもあります。 
※２ 臨時持込みの際は清掃事務所での搬入物の確認等に要する時間や工場までの距離に 

より、受付時間が異なる場合があります。詳細は、管轄の清掃事務所へ。 
 

 弁当がら等 16   大型のごみ 

施設名 中防不燃ごみ処理センター 粗大ごみ破砕処理施設 

電話番号 03-3599-5324（清掃一組中防処理施設管理事務所） 

FAX 番号 03-3599-5360（清掃一組中防処理施設管理事務所） 

所在地 江東区海の森 2‐4‐79 

受付時間 8:00～16:00 
 
 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

16 
廃プラスチックのうち、弁当がら等については、例外的に中防不燃ごみ処理センターで受け入れ、破砕後に焼却処分を行っている。 

注意点① 従業者や客などが出した弁当容器のほか、その他の食品包装のプラスチック容器、トレイなどの発泡スチロールやラッ

プフィルム、ふたや寿司仕切りなどの付属物を含む。（食材以外の物を包装するものは産廃。） 

注意点② ペットボトルなどリサイクルルートが整備されているものは、再資源化ルートによる処理を優先させ、「弁当がら等」に

は含めない。 

注意点③ 容器に付着している飲食物は取り除いてから持ち込むこと。また、密閉型の自動排出機能のある車両で持ち込むこと。 

２．排出場所の所在地を管轄する
清掃事務所で搬入物の確認を
受け、申請手続きを行う 

 （受付は、廃棄物を搬入する当日のみ） 

２．持ち込み開始２か月前まで
に、清掃一組（東京区政会館
13 階）に必要書類を提出する 

（詳細は、管理課搬入承認・手数料係へ 

TEL:03-6238-0830  FAX:03-6238-0740） 

 
 

継続持込みの場合 臨時持込みの場合 

持込みには様々な条件があります。詳細は、各清掃事務所へお問い合わせ下さい。 

【例】乗用車での搬入は原則不可。車両総重量が 20 トンを超える車両は不可。 

原則、自動排出機能を有している車両であること。自動排出機能がない車

両を使用する場合は２人以上で持ち込むこと。原則、車両ナンバーが東京

都及びその隣接した地域の運輸支局等で登録されたものであること。          
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古紙、ガラスびん、缶などリサイクルできる資源（ペットボトルは除く）は、許可

業者に委託することもできますが（※）、許可業者以外のリサイクル業者に委託するこ

とが可能です。 

(※)リサイクル可能な処分先に運搬してもらうために業者と事前の調整・相談が必要です。 

 

 

 

 

ここでは、リサイクル業者に委託する方法の一つである事業系リサイクルシステム

について紹介します。 

事業系リサイクルシステムは、区内事業者の自主的なリサイク

ル活動を支援し、資源の有効利用を進めるため、世田谷区が世田

谷リサイクル協同組合と協定を結び、実施しています。 

事業系リサイクルシステムには、大きく 3つのメリットがあります。 
 
①シュレッダー古紙も資源として回収します！ 

②回収費用は区の収集より安価です！③事業所まで直接回収に伺います！ 

特に、現在区の収集を利用している事業者の皆さんは、有料で可燃ごみに出してい

るシュレッダー古紙を、より安価で資源としてリサイクルできるため、環境にもやさ

しく、ごみの減量化につながります。許可業者に収集を委託している事業者の方も、

リサイクル可能な資源について、こちらのシステムの利用もご検討ください。 

※お申込みについては、世田谷リサイクル協同組合のホームページの 

参加申し込みフォームよりご入力ください。 

詳細は、右記ホームページをご覧ください。 

 

 

  処理施設への収集運搬には、①許可業者に委託する、②自分で運ぶ、の２つの方法が

あります。詳細については、以下の機関にお問い合わせ下さい。 

内 容 担当部署 電話番号 FAX 番号 

処理する廃棄物が産廃に該当する

か聞きたい 

東京都 環境局 資源循環推進部  

産業廃棄物対策課 指導担当 

03-5388-

3586 

03-5388-

1381 

産廃の許可業者を紹介してほしい

（処理の受託はしません） 

一般社団法人 

東京都産業資源循環協会 

03-5283-

5455 

03-5283-

5592 

産廃（紙くず・木くず・繊維くず

のみ）を処理施設に持ち込みたい 

東京二十三区清掃一部事務組合 

管理課 搬入承認・手数料係 

03-6238—

0730 

03-6238-

0740 

産廃の許可業者を自分で探したい 
東京都ホームページ https://www.metro.tokyo.lg.jp 

⇒「東京都産業廃棄物処理業者検索システム」で検索 

④ リサイクル業者に委託【資源のみ（ガラスびん、缶を含む）】 

 

 産業廃棄物 

    『古紙、くず鉄（あき缶含む）、あきびん類、古繊維の回収』 

    ①古紙、②くず鉄（あき缶含む）、③あきびん類、④古繊維の４種類は、「専ら物（もっぱらぶ

つ）」と呼ばれ、これらを収集運搬するための許可は不要となっています。 

ただし、再生利用を目的とせず、焼却等をする場合には、許可が必要になります。 

２ 
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◆産業廃棄物の処理委託契約時の注意事項 

 
（１）産業廃棄物処理委託契約の原則 

産業廃棄物の処理を委託する際には、下記の原則を守って下さい。 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）委託契約の法定記載事項 

上記の委託契約には、次の事項を記載することが法定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 二者間で直接契約すること 

② 委託契約は、書面で行うこと 

③ 契約書に必要項目を盛り込むこと（下記参照） 

④ 許可証等の写しが添付されていること 

⑤ 契約書を５年間保存すること（契約終了時から） 
二者間契約は、 
①排出者－収集運搬業者間
②排出者－処分業者間 
で必要です。 

 

産廃の委託契約は、

「排出量がわずか」

でも、「排出頻度が

年１回」でも、必ず

書面で行う必要があ

ります。 

 

① 産業廃棄物の種類、量 
種類は原則として、廃棄物処理法で記載されている種類を記載。数量は原則として、計量等の数

値（ｔ、㎏など）を記載。ただし、車両台数（２ｔトラック１台分など）、容器個数等でも可。 
 

② 委託契約の有効期間 

委託契約の開始年月日と終了年月日を記載する。有効期限を定めた上で、双方の合意により、契

約解除の通知のない場合は、契約が同一条件で更新されたものとする旨の記載も可。 
 

③ 受託者の支払金額 

料金の記載は「総額」又は１カ月当たり、トラック１台当たり、運搬１回当たりなど「単位」と

「回数」でも可。別途定める場合は、書面により締結し、契約書の一部として５年間保存する。 
 

④ 業許可の事業範囲 

事業区分（処分なら中間処理など）と取り扱う産廃の種類（廃プラスチックなど）を記載し、許

可証の写しを添付させる。 
 

⑤ 適正処理のための必要な情報提供 

産廃の性状・荷姿（固形状や汚泥、段ボール箱詰めなど）、保管状況における性状の変化（揮発

ガスの発生等）などを記載。 
 

⑥ ⑤の提供情報の変更があった場合の当該情報の伝達方法 

⑦ 業務終了時の報告 
「業務終了後、速やかに業務報告書を作成し、報告する」など。マニフェストＤ、Ｅ票でも代用可。 

 

⑧ 契約解除時の未処理産業廃棄物の扱い 
途中契約解除時の未処理産廃の取扱い（別の許可業者に委託するなど）を記載。 

 

⑨  運搬の最終目的所在地（運搬の場合） 

⑩ 運搬委託で受託者が積替え又は保管を行う場合の事項 
積替え又は保管場所の所在地、保管可能な産廃の種類、積替えのための保管上限などを記載。 

 
⑪  処分又は再生委託の場合の事項 

処分又は再生場所の所在地、処分又は再生の方法、処分又は再生施設の処理能力などを記載。 
 

⑫ 処理後に残渣が発生する場合は、最終処分関連条項の記載 
最終処分の場所の所在地、最終処分の方法などを記載。 
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７ 排出者としての義務            
   事業者の皆さんには、法や条例により、規模や排出量などに応じた排出者 17として

の様々な義務があります。 
 

１ 全ての事業者 

    廃棄物の収集運搬を許可業者へ委託する場合は、排出者として廃棄物の処理状況

を把握し、最後まで適正に処理されたかを確認しなければなりません。 

    そのため、個々の事業者と許可業者との間で、収集運搬、処分までの委託契約を

交わします。その際のポイントは、以下のとおりです。 
 

契約のポイント① 

 許可証を確認する（委託基準） 

排出場所と処分場所の所在地の一般廃棄物収集運搬業又は産業廃棄物収集

運搬業の許可証を提示してもらい、委託するごみの種類や量、作業内容につ

いて、収集運搬業者が適切に業務を行うことができるか確認して下さい。 

無許可の業者に廃棄物の処理を委託してしまうと、廃棄物処理法違反 18と

なり、排出者である事業者の皆さんに重い罰則の適用があります。P.49参照 
 

契約のポイント②  

 処理料金は適正ですか？ 

一般廃棄物収集運搬業者については、世田谷区が条例で定める手数料額

（46円／㎏）を超えて処理料金を受け取ることは法で禁止されています。 

（産業廃棄物収集運搬業者については、処理料金に関する上限はありません。） 

定額料金で契約する場合は、排出量と委託料金を照らし合わせて下さい。 

また、契約後も定期的に、日々の排出量を事業者が自ら確認したうえで、  

委託料金と照らし合わせて適正であるかを確認して下さい。 

なお、処理料金の下限はありませんが、一般廃棄物を清掃工場に搬入する

際は、17.5円/kgの料金が必要です。それを下回るような料金設定は収集運

搬業者が赤字となるため、通常は考えられません。処理料金があまりにも低

い場合は、特に廃棄物の処理が確実になされるか確認して下さい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
17  

法には「排出者」の定義はないが、法の中で「事業者」と規定されているものが「排出者」に該当する。 
18  

法第25条第１項 次の各号のいずれかに該当する者は、五年以下の懲役若しくは千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

六 第六条の二第六項、第十二条第五項又は第十二条の二第五項の規定に違反して、一般廃棄物又は産業廃棄物の処理を

他人に委託した者 

 

●ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）”2030 年までに達成すべき 17の目標” 
  
・誰も置き去りにしない。（ Leave no one left behind） 

 ・それぞれの問題は、相互に関連している。 

 ・先進国も、途上国もすべての国や地域の人たちが取り 

組むための目標。つながりあって、アクションを。 
 
 廃棄物を適正に管理・処理し、有効に活用することは 

目標 12「つくる責任・つかう責任」をはじめ、１、２、 

７、13、14、15・・・などの目標にも関連します。 

事業者にとっては、投資を呼び込むため 

にも、ＳＤＧｓへの積極的な取り組みが、 

P.5参照 重要性を増してきています。 

P.6、P.9 参照 
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２ マニフェストの提出が必要な事業者 

マニフェストとは、事業者が排出する廃棄物の種類、量、場所などを記載した複

数枚綴りの複写式伝票です。 

マニフェストの作成交付は、排出者の義務とされており、廃棄物処理の各段階で 

の作業終了時に返送されてくる廃棄物管理票の受領・確認によって、委託後の収集

運搬、中間処理、最終処分の終了を把握する制度です。 

マニフェストは、処理が終わるまで廃棄物と一緒に回付されるため、廃棄物の種

類や処理の流れが明確になり、不法投棄など不適正な処理を防止することができま

す。処理が終わった後は、終了した通知としてマニフェストが戻って来るので、適

正に処理されたことを確認し、５年間保存して下さい。 

 
【１】一般廃棄物のマニフェスト（一般廃棄物管理票） 

一般廃棄物を清掃工場等へ搬入する場合、以下の（１）又は（２）の要件に該当

する事業者には、条例によりマニフェスト（一般廃棄物管理票）19の提出が義務づ

けられています。 

 

 

   

マニフェストは、排出者が作成しなければなりません。 

（１）のマニフェスト適用対象の事業者は、管轄の清掃事務所へ「マニフ

ェスト適用対象事業者届」を提出して下さい。様式は区のホームページから

ダウンロードできます。詳しくは世田谷区ホームページ内ページ ID453で検

索してください。 

（２）の臨時排出の場合は、事前の届出は不要です。 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
   
 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 
 

 
 

  

収集運搬終了 

 

 

 

 

排出事業者 収集運搬業者 

 

 

 搬入受付 

  

   A票 
 

 

    排出者の控え 

 

 

 運搬 

  

   B票 
 

 

    収集運搬業者 

の控え 

 

 

   C票 
 

 

    処分施設の控え 

 

   D票 
 

 

    排出者の 

保存用 

 

（１）一般廃棄物を１日平均 100 ｷﾛｸﾞﾗﾑ（月平均３ﾄﾝ）以上排出する 

（２）一般廃棄物を臨時に排出する 

 

 搬入受付終了 

 

 

   

 

の４枚綴りで、複写

式になっています。 

 

   A票 
 

 

   B票 
 

 

   C票 
 

 

   D票 

 

   D票 
 

 

   D票 
 

 

  

（排出者へ返却） 

 

 

 

  

（収集運搬業者へ返却） 

 

 

清掃工場など 

  

 

 排出 

  

   B票 
  

   C票 
  

   D票 
 

 

   C票 
  

   D票 
 

 

   D票 
 



20 

 

【２】産業廃棄物のマニフェスト（産業廃棄物管理票） 
産業廃棄物を処理するときは、法令により、排出量にかかわらず、産業廃棄

物の種類ごと、処分先ごとにマニフェスト（産業廃棄物管理票）の交付が義務

づけられています。 

また、マニフェスト（産業廃棄物管理票）の交付・保存が適正に行われてい

ない場合には、廃棄物処理法違反で処罰されることがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

排出事業者には、Ａ票のほか、Ｂ２票、Ｄ票、Ｅ票が返却されてきますので保存 

   が必要です。なお、マニフェストは所定の期間内に返却することとなっています。 

Ｂ２票及びＤ票は９０日、Ｅ票は１８０日以内に返却する必要があります。事業者 

は、マニフェストが期限までに返却されているか確認することが必要です。 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

19 
条例第 47 条第１項 規則で定める事業者【事業系一般廃棄物を１日平均 100 キログラム以上排出する者又は事業系一般廃棄 

物を臨時に排出する者（規則第 35 条）】は、事業系一般廃棄物を区長の指定する処理施設に運搬する場合には、規則で定め 

るところにより、事業系一般廃棄物の種類、排出場所等を記載した一般廃棄物管理票を当該施設の管理者に提出しなければ 

ならない。
 

収集運搬業者 

 

処分業者 

 

 

   

 

の７枚綴りで、複写式に 

なっています。 

 

   E票 

 

   D票 
 

 

 

   C2票 

 

   

 

 

 

 

   D票 
 

 

   E票 

排出事業者 

 

 

D票 D票 

 

   E票 

 

 

   B2票 

最終処分業者 

 

排出 

 

運搬 

 

中間処理 

 E票 

排出者の控え 

最終処分 

 

A票  B1票 B2票 C1票 C2票 

D票 E票 

   

 

※詳細は東京都産業廃棄物対策課にお問合せください。 

運
搬
完
了 

中
間
処
理 

完
了 

最
終
処
分 

完
了 

引
き
渡
し 

完
了 

中
間
処
理

完
了 
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① 事務処理の効率化が図れます 

 マニフェストの５年間保存が不要（保存スペースも不要。ペーパーレスが可能。） 

 処理終了報告は情報処理センターから行われ、処理状況確認が容易 

 データの抽出が容易で、廃棄物の減量計画等に活用可能  

 事務効率化による人件費・事務処理費用の削減 

② 法令の遵守 

 マニフェストの誤記、記載漏れを防止  

 委託した廃棄物の処理終了確認期限を自動的に通知し、確認漏れを防止 

③ データの透明性 

 マニフェストの偽造防止 

 マニフェスト情報を第三者機関で管理・保存、即時利用可能 

④ 産業廃棄物管理票交付状況報告書の提出が不要 

 電子マニフェスト利用分は、情報処理センターが都道府県等に報告します 

 

◆産業廃棄物の「電子マニフェスト」 

 産業廃棄物のマニフェストには、 

電子マニフェストを利用することができます。 

電子マニフェストとは、マニフェスト情報を 

電子化したものです。排出事業者、処分業者が 

情報処理センターを介したネットワークでやり 

取りを行います。 

詳細は、「公益財団法人日本産業廃棄物処理 

振興センター（ＪＷセンター）」のホームペー 

ジ等をご確認ください。（TEL：03-5807-5911） 

 なお、電子マニフェストには大きく４つの 

メリットがあります。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【３】マニフェストの購入方法 

販売先 問い合わせ先 販売方法 代金納入方法 販売価格（税込） 

東京廃棄物事業協同

組合 

〒169-0075 

新宿区高田馬場 

1-28-10 

三慶ビル 5階 

事務局 

TEL：03-3232-6249 

FAX：03-3232-7004 

①店頭販売 

（１セットから） 

②FAXによる受付

販売 

※申込用紙は HPより

ダウンロード可 

①現金払 

②同封の振込

用紙による

振込払い 

1箱 100 セット単位 

一廃マニフェスト 

1,298 円 

産廃マニフェスト 

2,607 円 

一般財団法人  

東京都弘済会 

〒104-0043 

中央区湊 1-12-11 

八重洲第七長岡ビル 4 階 

弘済会アシスト 

TEL：03-6826-1011 

FAX：03-3551-0678 

①店頭販売 

②FAXによる受付

販売 

③インターネット

による販売 

①現金払 

②銀行口座払

（送料込みの

代金を後払

い） 

1箱 100 セット単位 

一廃マニフェスト 

1,675 円 

産廃マニフェスト

の取扱いはなし。 

一般社団法人 東京

都産業資源循環協会 

〒101-0047 

千代田区内神田 

1-9-13柿沼ビル 7 階 

TEL：03-5283-5455 

FAX：03-5283-5592 

①FAXによる受付

販売 

①郵便局の払

込用紙による

振込払い 

1箱 100 セット単位 

一廃マニフェスト 

の取扱いはなし。 

産廃マニフェスト 

3,300 円 

 ※別途、送料が必要な場合があります。各販売先にお問い合せ下さい。 

収集運搬業者 

 

処分業者 

 

排出事業者 

 

廃棄物 

 
廃棄物 

 

 

情報処理センター 

 

電子情報の送受信 
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３ 事業用大規模建築物 20 

（事業用途に供する部分の床面積が 1,000 ㎡以上（1,000 ㎡未満の特定商業施設含む）の建築物） 

 廃棄物を減量するとともに、以下の項目に 

ついて、世田谷区へ届出・提出することが、 

条例により義務付けられています。 
 

（１）廃棄物管理責任者の選任と届出 21 

事業用大規模建築物の所有者（※）は、その建築物から排出される事業系一般

廃棄物の減量や、適正な処理に関する業務を担当する廃棄物管理責任者を選任

し、清掃・リサイクル部事業課に届け出て下さい。詳細はＰ.25、26へ。 
 
（２）再利用計画書、ごみ処理・リサイクルフロー図の作成と提出 22 

事業用大規模建築物の所有者（※）は、年度ごとに、再利用計画書とごみ処

理・リサイクルフロー図を作成し、清掃・リサイクル部事業課宛に提出して下さ

い。詳細はＰ.27～30へ。 
 
※ 所有者とみなせる者 

所有者は、必ずしも民法上の所有権を有する者である必要はありません。 

建築物の利用形態や管理形態等により（１）管理組合の代表者、（２）共有者等の代表者、

（３）賃借その他の理由により事実上占有し使用している者、（４）建築物に関する総合的な   

管理権限を与えられている者、を所有者としてみなすことができます。 

 
（３）資源・ごみの保管場所の設置 23 

事業用大規模建築物の建設者は、資源やごみの保管場所を「事業用大規模建築

物の再利用対象物保管場所及び廃棄物保管場所等の設置・管理基準」に基づいて

設置して下さい。設置する際は、必ず建築確認申請の提出前に管轄の清掃事務所

に事前に設置届 24を提出して下さい。詳しくは、管轄の清掃事務所にご相談くだ

さい。 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

20
条例第 20 条第１項 事業用の大規模建築物で規則で定めるもの【事業用途に供する部分の床面積の合計が 1,000 平方メートル以上

の建築物（1,000 平方メートル未満の特定商業施設を含む）（規則第６条）】（以下「事業用大規模建築物」という。）の所有者は、

再利用を促進する等により、当該事業用大規模建築物から排出される事業系一般廃棄物を減量しなければならない。 
21

条例第 20 条第２項 事業用大規模建築物の所有者は、当該事業用大規模建築物から排出される事業系一般廃棄物の減量及び適正な

処理に関する業務を担当させるため、規則で定めるところ【廃棄物管理責任者の選任は、事業用大規模建築物ごとに行い、選任し

た日から 30 日以内に届出を行う等（規則第７条）】により、廃棄物管理責任者を選任し、その旨を区長に届け出なければならない。 
22

条例第 20 条第３項 事業用大規模建築物の所有者は、規則で定めるところ【再利用計画書の提出は、年度ごとに、毎年５月 31 日ま

でに行わなければならない（規則第８条）】により、再利用に関する計画を作成し、当該計画書を区長に提出しなければならない。 
23

条例第 20 条第６項 事業用大規模建築物を建設しようとする者（以下「事業用大規模建築物の建設者」という。）は、当該事業用大

規模建築物又は敷地内に規則で定める基準【廃棄物の保管場所と明確に区別すること等（規則第９条）】に従い、再利用の対象と

なる物の保管場所を設置しなければならない。この場合において、事業用大規模建築物の建設者は、当該保管場所について、規則

で定めるところ【建築確認申請等の前に行うこと（規則第 10 条）】により、あらかじめ区長に届け出なければならない。 
24

条例第 53 条第１項 規則で定める大規模建築物【延べ面積 3,000 平方メートル以上の建築物及び事業用大規模建築物（規則第 41 条 

第１項）】を建設しようとする者は、その建築物又は敷地内に一般廃棄物の保管場所及び保管設備（以下「保管場所等」という。） 

を設置しなければならない。この場合において、建設者は、当該保管場所等について、規則で定めるところ【届出は、再利用対象 

物保管場所設置届兼廃棄物保管場所等設置届により、建築確認申請前までに行うものとする。（規則 41 条第２項）】により、あら 

かじめ区長に届け出なければならない。 
条例第 53 条第２項 保管場所等は、規則で定める基準に適合するものでなければならない。 

条例第 53 条第３項 区長は、保管場所等について、建設者が前２項の規定に違反すると認めるときは、当該建設者に対し、期間を定 

めて、保管場所等の設置その他必要な措置を命ずることができる。 

特定商業施設とは、小売業、飲食店

業、興行場又は音楽・映像記録物賃貸

業の営業を行うための店舗面積（階

段、便所等除く）が 500㎡を超える施

設を有する建築物をいいます。 
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（４）立入調査 

世田谷区では、定期的に事業用大規模建築物への立入調査 25を実施しています。 

現場にお伺いし、再利用計画書等に基づいて、排出実態や分別状況などを確認させ

ていただき、それぞれの実態に即した発生抑制・リサイクル率アップ・処理コスト

削減のための改善提案を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

新海面処分場 

 
中央防波堤外側 

埋立処分場 

 
中央防波堤内側 

埋立地 

 若洲 

 夢の島  潮見 

 
羽田沖埋立地 

廃棄物系 

土砂系 

羽田空港 

お台場 

… 過去の 

埋立処分場 

現在の 

埋立処分場 

資料提供：東京都湾岸局 そのような経緯があるのですね。立入調査が行われるようになってから、

最終処分場のひっ迫問題はどうなったのですか。 

一時ごみ量が増加に転じることもありましたが、世田谷区では、平成３０年から、

それまで法定延床面積３０００㎡以上としていた事業用大規模建築物の対象を１０

００㎡以上に拡大するなど、さらなるごみ減量に向けての取り組みを続けてきまし

た。このような成果もあって、２０年前まではあと３０年しかもたないといわれて

いた最終処分場も、現在あと５０年はもつといわれています。 

 

 

もうこれだけしか 
残っていません！ 

立入調査で様々な事業者へごみ減量やリサイクルのための

アドバイスを行ってきた成果ですね。 

ちなみに、現在、立入調査の対象は１０００㎡以上の事業用大規模建築物

ということですが、これに当てはまれば必ず調査に来るのですか。 

そうですね。しかし、処分場に限りがあることに変わりはありません。残された

最後の処分場を少しでも長く使うためにも、引き続き皆様のご協力が必要です。 

 

 そうです。 

２３区のごみは平

成元年頃から増え

始め、最終処分場

のひっ迫が問題視

されるようになり

ました。 

そこで、２３区で

発生するごみのう

ち、約６割にあた

る事業系ごみの減

量に焦点をあて、

事業者への排出指

導として平成３年

より始められたの

が立入調査です。 

 

何のために立入調査を行うのですか。 

 
 事業系ごみの減量を目的としています。まずは下の写真をご覧ください。 

 
これは、東京湾

にある２３区の

ごみの最終処分

場ですね。 

 

資料提供：東京都港湾局 
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◆ 罰則 

（改善勧告） 

第２２条 区長は、事業用大規模建築物の所有者が第 20 条第１項から第３項までのいずれかの規定に違反していると認めるとき、又は

事業用大規模建築物の建設者が同条第６項の規定に違反していると認めるときは、当該事業用大規模建築物の所有者又は当該事業用

大規模建築物の建設者に対し、期限を定めて、必要な改善その他の必要な措置をとるべき旨の勧告をすることができる。 

（公表） 

第２３条 区長は、前条の勧告を受けた事業用大規模建築物の所有者又は事業用大規模建築物の建設者がその勧告に従わなかったとき

は、その旨を公表することができる。 

２ 区長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、当該公表されるべき者にその理由を通知し、その者が意見を

述べ、証拠を提示する機会を与えなければならない。 

（収集拒否等） 

第２４条 区長は、事業用大規模建築物の所有者又は事業用大規模建築物の建設者が前条第１項の規定による公表をされた後において、

なお、第 22 条の勧告に係る措置をとらなかったときは、当該事業用大規模建築物から排出される事業系一般廃棄物の収集若しくは運

搬を拒否し、又は区長の指定する処理施設への搬入を禁止することができる。 

（罰金） 

第８０条 次の各号の一に該当する者は、200,000 円以下の罰金に処する。 

（５）第 53 条第３項の規定による命令（保管場所等に関し、事前に設置届出を行い、且つ基準に沿って適正に設置せよとの命令）に違

反した者 

第８２条 第 53 条第１項の規定による届出（前項、設置届による届出）をしなかった者は、30,000 円以下の罰金又は科料に処す。 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

25 条例第4条第１項 区は、あらゆる施策を通じて、廃棄物の発生を抑制し、再利用を促進する等により廃棄物の減量を推進するととも 

に、生活環境を保全し、及び公衆衛生を向上させるため廃棄物の適正な処理を実施しなければならない。 

 条例第4条第４項 区長は、第１項に規定する責務を果たすため、廃棄物の減量及び適正な処理に関し、広報活動その他必要な措置 

を講じ、区民及び事業者の意識の啓発を図るよう努めなければならない。 

  条例第76条第１項 区長は、法第19条第１項に規定するもののほか、この条例の施行に必要な限度において、その職員に、必要と認 

める場所に立ち入り、廃棄物の減量及び処理に関し、必要な帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。 

はい、事業用大規模建築物であれば全て調査の対象です。ただし、実際に調査する建

築物は、直近の調査実施状況や再利用計画書の提出状況、提出された再利用計画書の

内容などを考慮し、毎年選定しています。 

いつ調査に来るのですか。 

特に時期は決まっていません。実施対象

となった場合は、事前に区から該当の建

築物の廃棄物管理責任者あてに日程等の

ご案内をお送りします。 

【見本】 

区に提出した当年度の再利用計画書

と、廃棄物処理に係る契約書・マニ

フェスト・帳票類のご用意をお願い

します（事前の案内にも記載してい

ます）。 

ご不明な点があれば担当の清掃事務

所までお問合せください。皆様の立

入調査への積極的なご協力をお願い

します。 

なるほど、このような通知が届くので

すね。調査に来る場合、当日まで何を

用意すればよいですか。 

条例上の罰則規定があります。 
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◆廃棄物管理責任者の選任と届出 

   事業所から出るごみを減量するには、事業活動に関わる皆さんがそれぞれの立場

で、役割を担い、協力することが大切です。 

   廃棄物管理責任者はもちろん、建物の所有者や、テナント、社員、施設の利用者な

ど、皆さんが協力して取り組むことが、より一層のごみの減量につながります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物管理責任者選任届 

①  新規に選任する場合、また、変更する場合のいずれについても、届出様式、届

出方法は同一です。 

②  届出書類は１部作成し、オンライン手続きにより、清掃・リサイ

クル部事業課宛に提出して下さい。詳しくは世田谷区ホームページ

内ページ ID8061で検索してください。 

③  届出時期は選任をした日から 30日以内です。 

   ※廃棄物管理責任者を補佐するために、新たに廃棄物管理補助者を選任し、届け出る 

ことができます。 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

26
条例第 20 条第５項 事業用大規模建築物の占有者は、当該事業用大規模建築物から生ずる事業系一般廃棄物の減量に関し事業用大

規模建築物の所有者に協力しなければならない。 

 

 

所有者 テナント（占有者 26）・社員 

連 携 

●ごみや資源の発生量や処理状況の把握 

●３Ｒの推進 

●テナント、社員、施設の利用者への 

 ３Ｒの普及啓発 

●廃棄物管理責任者講習会の受講 

●廃棄物管理責任者の補佐・代理 

●ごみ減量・リサイクルの推進 

●廃棄物管理責任者の選任 

●再利用計画書の提出 

●建設者と協力のうえ保管場所の設置 

●ごみの発生抑制、分別の徹底 

●所有者への協力 

●自らの責任によるごみの処理 

   『廃棄物管理責任者講習会』 

    廃棄物管理責任者は５年に１回以上、区が主催する講習会を受ける必要があります。 

     ただし、新任の廃棄物管理責任者は、その選任をされた日から１年以内に受講して下さい。 

     実施日や会場等の詳細は、区から個別にお知らせします。 

廃棄物管理責任者 

廃棄物管理補助者（任意の選任） 
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第１号様式（第７条関係） 
 

廃棄物管理責任者選任届 

 令和●年 ● 月 ● 日  

世田谷区長  あて 
建築物名称  世田谷〇〇ビル          

 

建築物所在地 世田谷区世田谷４－２１－２７   

 

所有者住所  世田谷区世田谷４－２１－２７   

 
所有者氏名   株式会社●● 代表取締役〇〇 〇〇 

 
（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称 
及び代表者の氏名）             

 
 

  世田谷区清掃・リサイクル条例第２０条第２項の規定により、事業用大規模建築物に 

おける廃棄物管理責任者を次のとおり選任したので、届け出ます。 
 

選任年月日  令和● 年 ● 月 ● 日 

新
任
者 

法人名 株式会社 ●● 

所在地 
〒１５４―００１７ 
世田谷区世田谷４－２１－２７ 

所属名・職名 総務部長 

ふりがな せたがや たろう 

氏名 世田谷 太郎 

電話番号 

 

０３（●●●●）▲▲▲▲ 

 

（内線）■■■■ 

メールアドレス 

 

●●●●＠▲▲▲▲. ■■■■.jp 
 

前
任
者 

氏名 

 

事由 
人事異動のため 
 

その他(                          ） 

 

 

「社印」、「公印」を押

印してください 

押印は不要です 

記入例 

個人アドレスではなく、社用

アドレスをご記入ください 

新任者は、選任前に廃棄物

管理責任者講習会を受講し

ている必要はありません。

選任後に講習会を受講して

いただければ結構です 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   『廃棄物管理責任者と補助者』 

    廃棄物管理責任者は前述の職務を行っていただける方であれば、職場での職階などは問いません。 

     ただし、排出者としての事業者の責任は重大なので、責任者は事業所の責任者や建築物所有者との 

連携を取れる方にお願いします。 

     また、実際に再利用計画書を作成したり、保管場所等の管理を行う際に、補助者を選任することもで

きます。責任者は必ず設置いただく必要がありますが、補助者の設置は任意です。届出様式は、区の

ホームページからダウンロードできます。なお、区からの連絡は原則として責任者を窓口に行います。 
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◆再利用計画書、ごみ処理・リサイクルフロー図の作成と提出 

資源やごみの発生量や排出状況を把握することが、３Ｒ推進に向けた取り組みを進

めるうえで重要です。そのため、再利用計画書とごみ処理・リサイクルフロー図（区

のホームページからダウンロードできます。）を毎年度ごとに作成し、オンライン手

続きで、５月 31 日までに清掃・リサイクル部事業課宛に提出して下さい。 

詳しくは世田谷区ホームページ内ページ ID8059で検索してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(C)発生量 

…発生したごみの全体量 

 

(D)再利用量 

…(C)のうち、リサイクル

処理されている量 

 

(E)廃棄量 

…(C)のうち、リサイクル

されずに最終処分された

ごみの量（C－D） 

   

 

(C)=(D)+(E)です。 

 

2
8
 

① 

④ 

③ ② 



 

 

 
① 記入する数量の単位を選択してください。 

 

② 前年度実績の記入方法  ※前々年度実績は、前年度の書類を参考に記入してください。 

・区HP掲載のエクセルデータを使用する場合、(D)再利用量と(E)廃棄量を入力すると(C)発生量が自動計算されます。  

・基本的には、項目ごとの発生量と再利用率を求め、そこから再利用量と廃棄量を算出します（再利用量と廃棄量の数字をそれぞれ把握できる場合を除く）。 
 

★(C)発生量…実績を収集運搬業者に確認したり、日ごろからごみの計量を行い、記録する等の方法で把握できます。 

  ※ 品目ごとの量が分からない場合は、普段の排出状況をみて全体量を案分する等し、できる限り内訳を出すようにしてください。   
 

★(D)再利用量…リサイクルの方法としては、「マテリアルリサイクル(製品の原料として再利用)」「ケミカルリサイクル（化学的な処理をした後に新たな原料として

再利用）」「サーマルリサイクル（廃棄物を焼却した熱エネルギーを再利用）」があります。契約書等で処理方法を確認し、これらいずれかの処理を

行っていれば、(D)再利用量としてください。なお、基本的な考え方は以下の通りです。 
 

・ 一般廃棄物は、再資源化の契約を結んでいるものを除き、通常は処理を委託した許可業者によって清掃工場に持ち込まれます。その場合、全て 

(E)廃棄量に記入してください。 

・ 産業廃棄物は、品目によって処理方法が異なるため、契約書記載の最終処分情報を見るか、処分業者に再利用率を確認し算出してください。なお、一 

  般的にほとんどの品目がリサイクル可能です。   
 

③ 今年度計画の記入方法 

  ★考え方は②と同様です。前年度実績を基準に、今年度の事業予定等も考慮し、計画値を記入してください。 
 

④ 項目ごとの補足説明 

  ★紙類(1)コピー用紙及びOA用紙(2)シュレッダー用紙(3)新聞紙及び折込チラシ(4)段ボール(5)その他の紙類 

・・・リサイクルできる紙類が該当します。お菓子の空き箱・厚紙など、リサイクルできる紙類のうち、(1)～(4)に当てはまらないものは、全て「(5)その他の紙類」に記 

入してください。 

  ★(8)剪定枝等(葉、幹を含む)・・・造園業者が剪定し持ち帰った分は造園業者のごみとなりますので、記入不要です。また、草むしりや掃き掃除等で発生した草や落

ち葉等は「(9)草・落ち葉等」に計上してください。 

  ★(11)その他の一般廃棄物・・・(1)～(10)にあてはまらない一般廃棄物（ティッシュや割りばしなどの可燃物等）を記入してください。 

  ★(13)飲料用瓶(14)飲料用缶(15)ペットボトル・・・ベンダー(自動販売機設置業者)回収分は記入不要です。 

  ★(22)その他の産業廃棄物・・・(13)～(19)に当てはまらない産業廃棄物（汚泥や分別不可能な混合廃棄物等）を記入してください。 

  ★（23）特定の事業活動に伴う可燃物・・・「紙くず」「木くず」「繊維くず」「動物性残渣」等の可燃物は、通常、一般廃棄物となりますが、特定業種から発生する場合は、 

                               品目によって産業廃棄物に分類されます。詳細は P.8「産業廃棄物一覧表」を参照してください。 

2
9
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８ ごみ減量に向けた取組み          
廃棄物は、適正に処理することも大切ですが、まずは“出さない”ことが第一で

す。そのためには、一人ひとりが３Ｒ、とりわけ２Ｒについて意識を持ち、事業所

全体で協力して取り組むことが重要です。廃棄物管理責任者が中心になって、まず

は、できることから始めてみて下さい。 

 

１ ごみ減量・リサイクルに取り組むメリット 

事業所におけるごみの減量・リサイクルの取り組みは、循環型社会の実現に貢献

できるとこはもちろんのこと、以下のようなメリットがあります。メリットを最大

限に活かすためにも、事業所全体で一丸となってごみの減量・リサイクルに取り組

んでいただくようお願いいたします。 

 

  

メリット２  企業のイメージ向上 

環境問題に真剣に取り組んでいる企業として、イメージアップやブランド強化を図る

ことができます。環境問題に対する意識は、消費者が企業を評価する際の大きな判断

材料のひとつです。 

メリット３  コストの削減 

リサイクルには、分別作業や処理費用の増大など、手間やコストアップを懸念する事

業所も多いと思います。しかし、ごみを出さない工夫でコストを削減したり、廃棄物

を見直し事務用品などのリユースを行うことで、必要経費の削減や効率化につながり

ます。 

メリット４  税金の有効活用 

ごみの処理には莫大な経費がかかっており、ごみの処理には貴重な税金が使われてい

ます。（許可業者を利用している場合でも、清掃工場への持ち込み量に応じて、２３区

が清掃工場の維持・管理経費を負担しています。）世田谷区は令和６年度には約４４億

円の負担金を支払っています。ごみの排出量を減らすことで、ごみ処理に使われてい

る税金がほかのことに有効活用することができます。 

メリット１  環境保全に貢献 

ごみの減量・リサイクルへの取り組みを進めることにより、資源保全、省エネルギ

ー、汚染物質の削減など、次世代へ引き継いでいくことができます。 

メリット５  意識改革・業務内容の見直しの材料 

ごみを出さないようにする、環境への負荷を減らすなどの行動は、その効果として、

社員の意識改革や業務内容を見直すきっかけとなるにとどまらず、製品の減量化や作

業工程のスリム化、品質向上などにつながる可能性を持っています。 
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２ 取組みの基本ステップ（例） 
 

（１）事業所からどのような廃棄物がどのくらい出ているかを知る 

① 廃棄物を種類ごとに分別し、一定期間、それぞれの量を量ります。 

② データを集積して、組成を確認します。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 再利用できるものやリサイクルできるものがないか確認します。 

（リサイクルする場合は、品目別に、最終的に有価物になるまでの流れを確認

します。） 
 

（２）事業所内の調整・方針の決定を行う 

① 分別方法や計量方法を決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 目標を設定し（数値化すると効果が測りやすい）、効果測定の方法を決めます。 

③ 事業所内での役割分担を決めます。 

④ 廃棄物の処理業者、資源の回収業者を決めて契約を締結します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

P.6、P.17、P.18参照 

（例） 

仲介業者を頼らず、信頼できる処理業者・回収業者を自

分で、責任を持って選びましょう。古紙やその他の資源

の分別区分や、どこで何に再生されるのか、業者にきち

んと確認しましょう。 

資源化にはコストがかかりますので、安すぎるのも要注

意です。廃棄されてしまっていないか確認して下さい。

複数者から見積りを取ることをおすすめします。 

なかなか方針が定まらない場合

は、P.33、34の「具体的な取組

例」や P.39～42の「施設種別取

組事例紹介」を参考にしてみた

り、P.23、24で紹介している「清

掃事務所による立入調査」の際

に、区からアドバイスすることも

できます。立入調査の積極的な受

け入れをお願いします！ 
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（３）必要なものをそろえる 

① 分別マニュアル、分別容器、分別表などの表示物を作成します。 

 

    

 

 

 

② 事業所内の周知用の文書等を作成します。 

   ③ 事業所内の社員・従業員への研修等を実施します。 
 

（４）排出量・資源化量などを内部（社員等）・外部（お客様等）に報告する 

① 目標達成率や社内変化、コスト削減効果などを“見える化”します。 

   ② 関連情報の提供や、事業所内の意見募集をします。 
 

（５）取り組みの効果を測定し、検証する 

① 取り組み前後の変化を把握します。 

（処理費用の削減効果や、分別状況の変化を撮影する等） 

② 社員へのアンケート等により事業所内の評価を把握します。 

③ 改善点を検証します。 

 

３具体的な取組例 

ここでは、事業所で実際に実施されている事例なども含めて、実績を上げるための

具体的な取組例を紹介します。 
  

（１）個人用ごみ容器の撤去 

   ごみ容器が手元にあると、ごみと資源を分別する習慣が付きに 

くいため、全ての社員が共通の分別容器を使用することで、安易 

にごみにしない意識が高まり、ごみの減量につながります。 

 

（２）分別状況の調査の実施 

   ごみ容器やリサイクルボックスの中身を定期的に調査し、分別 

  状態が悪い場合にはその場所を使用している部署へ注意喚起し、 

  改善されるまで調査の強化を行うなどのルールを作ります。 

 

（３）ごみ処理マニュアルの作成 

   分別方法や回収方法などのルールを詳細に定め、 

事業所全体で共有し実行できるよう「ごみ処理マニュアル」 

を作成し、共有・実行します。 

 

 

 

 

“見える化”は、取

り組んでいる人への

動機づけになります 

処理費用 （例） 

撤去！ 

調査員 
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（４）不用品の交換・有効活用 

   特定の部署で不用になったものでも、他の部署では必要としている 

場合もあります。不用になっても、まだ使用できる物については広報・ 

掲示板などで情報共有し、最後まで有効活用します。 

 

 

●テナントビルなどの具体例 

ビルの中には、複数の事業所が入っているテナントビルも少なくありません。その

ため、テナントビルでも実施できる具体例も紹介します。 

（５）テナント会議の実施 

   テナントビルではルールの統一や情報共有する場が少ないため、 

月に１回テナント会議を開催し、ごみの出し方や分別方法などについて 

話し合い、改善点がないか見直します。 

 

（６）テナントごとの責任者の設置 

  テナントごとに、ごみの分別やリサイクルを行う責任者を選別し、 

何かあれば責任者がすぐに対応できる体制にします。 

  

（７）定期的なごみ量等の報告 

     テナントビルごとにビルの責任者へ定期的にごみ量を報告する 

    ことで、テナントはごみ量の推移を把握することができ、ビルの 

責任者は分別方法等に問題がある場合、すぐに指摘し改善を求め 

ることが可能です。 

 

（８）講習会の実施  

     テナントを集めてごみの減量やリサイクルに関する講習会を 

実施することで、テナントの役割を認識するとともに意識啓発 

にも努めます。 

 

４ 紙のリサイクル 

 事業所から排出される一般廃棄物のうち、紙ごみは約６割を占めます。紙ごみを削減 

しリサイクルを推進することで、事業系廃棄物の削減につながります。 

（１）使用量の削減 

①ペーパーレス化 

連絡手段に電子メールを活用するなど、ペーパーレス化を推進します。 

使用枚数をカウントし、プリンターの前に「マイナス○％」などの目標値を掲示 

し、進捗状況を周知するのも効果的です。 

 

②両面印刷や紙の裏面使用の促進 

紙資源を有効利用するためにも、紙の裏面をメモ用紙に使う 

など、再使用を心がけて下さい。 

不用になったの

で譲ります！ 
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（２）分別を徹底 
①リサイクルボックスの活用 

リサイクルボックスを設置し、古紙のうち資源になるものは、資源として分別 

し、有効活用して下さい。 

   
   ②ミックスペーパー（雑紙）のリサイクル 

事業所から発生する紙ごみの中には、リサイクルできる紙類が多く混入してい

ます。このリサイクルできる紙類を「ミックスペーパー（雑紙）」といいます。ミ

ックスペーパーを分別することは、紙類のリサイクルにとても効果的です。 

 
 

 
 

  
 

 
 

ミックスペーパーの中にはリサイクルできないもの（禁忌品）があります。紙を 

リサイクルするにあたり、紙の原料にならないものが入っていると、リサイクル処 

理の妨げになりますので、禁忌品をリサイクルに入れないで下さい。なお、回収で 

きる品目や分別方法については、必ずリサイクル業者に確認して下さい。 

 

 
 

③シュレッダー古紙や機密文書のリサイクル 

機密文書や個人情報など、裏面使用に適さない紙などのシュレッダー古紙もリ

サイクルできます。事業系リサイクルシステム（P.16）の利用、または紙のリサ

イクル業者へ相談して下さい。 

また、機密文書も清掃工場へ搬入して燃やすのではなく、溶解処理（重要書類 

等を段ボールごと溶解する処理）することで、個人情報や社内情報等に配慮した 

リサイクルができます。機密情報を扱えるリサイクル業者へ相談して下さい。 

なお、リサイクル業者を探す場合には、下記機関のホームページから検索する 

ことができます。 

   

 

 

 

機関名称 電話番号 FAX 番号 ホームページ  

東京都資源回収事業協同組合 03-3232-6249 03-3263-3679 
     

全国製紙原料商工組合連合会 03-3383-4105 03-3833-4106 
 

ミックスペーパーの一例 

はがき・封筒・付箋・丸まった紙・お菓子の空き箱・牛乳パック 

 

禁忌品の一例 

    ・ちり紙 ・感熱紙（レシート）・臭いや油のついた紙（洗剤・ピザの箱など） 
    ・防水加工された紙（紙コップなど）・複写式の書類伝票など 
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５ 剪定枝のリサイクル 

   世田谷区では、剪定枝を再生資源（たい肥化原料等）又はエネルギー源 

（バイオマス発電 27原料等）として再生利用する取り組みを推進しています。 

  現在のところ、対象は事業に伴う剪定枝に限っています。 

  事業に伴う剪定枝として想定されるものとしては、造園業者が家庭や事業所の剪定作 

業の後、自ら運搬する場合や、事業者が自事業所内の剪定作業の後、自ら運搬する場 

合などがあります。 

    なお、施設により受入れ可能な剪定枝の条件（種類・太さ等）がありますので、詳 

細は下記施設にお問い合わせ下さい。 

 

（１）樹木の「剪定」と「運搬」を同一の者が行う場合 

事業所の方が自ら剪定して処理施設へ運搬している場合や、造園業者に剪定と

運搬を委託している場合などが該当します。 
  

方法① 世田谷区内の保管積替施設（剪定枝専門）に運搬する 

区の許可を受けた一般廃棄物処理業者が、２３区内から発生する剪定枝の

受入れを専門に行っています。受け入れた剪定枝は、大型の車両に積み替え

て区外の再生資源化施設に運搬し、資源として活用します。 

施設名称 所在地 電話番号 FAX 番号 

株式会社世田谷リ・グリーン 世田谷区千歳台 3-15-16 03-3483-0028 03-3483-0064 

※持ち込む前に、事前に業者に相談して下さい。 

 

方法② 再生資源化施設に運搬する 

    ２３区内で剪定枝を再生資源化している施設です。 

施設名称 所在地 電話番号 FAX 番号 

東京ボード工業株式会社 江東区新木場 2-11-1（本社) 03-3522-4138 03-3522-4137 

※持ち込む前に、事前に業者に相談して下さい。 

 

（２）樹木の「剪定」と「運搬」を異なる者が行う場合 

  事業所の方が剪定し、許可業者に運搬を委託している場合などが該当します。 

上記の方法②により、剪定枝を再生資源化できます。 

方法①の施設に許可業者が運搬する場合は、法第７条第 14項により禁止されてい

る一般廃棄物の再委託に該当しないようご注意ください。この場合、方法①の保

管積替施設との契約と、そこまで剪定枝を運搬する許可業者との契約を分け、そ

れぞれの相手方と排出者が直接契約をするようにしてください。 

 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
27 

バイオマスとは、動植物等の生物から作り出される有機性のエネルギー資源で、一般に化石燃料を除くものを総称している。剪定

枝などの木質バイオマスを燃やして発電する場合、CO2 を発生させるが、成長過程で光合成により CO2 を吸収するので、CO2 を増加さ

せることにはならない「カーボンニュートラル」の考え方により、温室効果ガスを排出しないものとして再生可能エネルギーに位置付

けられている。 
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６ 食品廃棄物のリサイクル・食品ロスの削減 

  

（１）食品廃棄物・食品ロス発生量の課題 

 

 

 

食品製造業や小売業、飲食店など食品関連事業者から
出る食品ロスの量は、農林水産省が発表した令和４年度
の推計値では、日本全体で年間２３６万トンと、令和３
年度推計値の２７９万トンから４３万トン削減されまし
た。新型コロナウイルスによる市場の縮小等の影響があ
ったものの、食品関連事業者の食品ロスの削減の取り組
みの成果があらわれてきたといえます。 
令和元（2019）年１０月１日には「食品ロスの削減の

推進に関する法律」が施行され、「事業者は、その事業活
動に関し、国又は地方公共団体が実施する食品ロスの削
減に関する施策に協力するよう努めるとともに、食品ロ
スの削減について、積極的に取り組むよう努めるものと
する（第５条）」と規定されました。また、事業系食品ロスについては、「食品ロスの削減
の推進に関する基本的な方針」（令和２年３月公表）において、2000年度比で 2030年度
までに食品ロス量を半減させるという目標（273ｔ）を設定しましたが、前述のとおり令
和４年度でその目標も大幅にクリアしました。なお、令和７年３月に策定された「第 2次
食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針」では、事業系食品ロス削減目標も 2000年
度比で 60％減小（219ｔ）に変更となりました。今後も継続的に様々な方法で食品廃棄物
の排出量を減らしていくことが重要になります。 
食品は、リサイクルが行える施設が少ないなどの理由により、紙類や飲料容器よりもリ

サイクルが難しく、廃棄することが多くなります。そのため、排出量自体を減らすことが
できれば、事業者にとって処理費用の削減といったメリットがあります。 
  

（２）食品廃棄物のリサイクル 

 食品リサイクル法において、取り組みの優先順位は、発生抑制＞再生利用＞熱回収＞減

量となっており、これら全体を再生利用等としています。 

うち、再生利用（リサイクル）の方法には、飼料化、肥料化、メタン発酵やエタノール

化などがありますが、リサイクルの方法としては、食品廃棄物が有する豊富な栄養価を有

効に活用できる飼料化が最優先です。 

下記は、２３区内で食品廃棄物をリサイクルしている登録再生利用事業者の例です。持

ち込むことのできる食品廃棄物の条件については、各業者にお問い合わせ下さい。 

なお、持ち込む際には、世田谷区と大田区の事前協議が必要なため、事前に世田谷区ま

でご相談下さい。 
 

施設名称 所在地 電話番号 FAX 番号 

株式会社アルフォ              

（飼料化・メタン発酵発電） 

港区赤坂 2-5-4 

赤坂室町ビル 7階 
03-4232-5673 03-6459-1933 

バイオエナジー株式会社 

（メタン発酵発電） 

中央区新川 2-5-2 

新川エフビルディング 
03-5540-4225 03-5540-4228 

 

 ※上記業者の工場（持込先）は、いずれも大田区城南島にあります。 

「食品ロス」とは、本来食べられるにもかかわらず廃棄されているもの。 
 
「食品廃棄物」＝不可食部＋食品ロスです。 
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（３）食品ロスの削減のための取り組み 
 
① 「３分の１ルール」などの商慣習の見直し ＜製造・小売・卸売業＞ 

「３分の１ルール」とは、製造日から賞味期限までの期間を３等分し、製造日から３

分の１以内を小売業者への納品期限、次の３分の１を販売期限とする商習慣です。そ

れぞれの段階で期限が切れた食品は廃棄されてしまう可能性があります。  

この期限を緩和するだけでもかなりの食品ロス削減が見込まれています。(納品期

限の緩和)それ以外にも、賞味期限自体の延長、期限の年月表示化(年月のみで日付ま

では表示しない)なども含め、食品関連業界全体として見直しが進められています。 
 

 ② 外食産業での食べ切り運動など 
 
   ● 小盛りメニューの提供 ＜外食産業＞ 

  ● ３０１０
さんまるいちまる

運動※1 ＜消費者＞ 

● ドギーバッグ※2の利用 ＜消費者＞ 
※1宴会時などに、はじめの 30分と終わりの 10分は自分の席で 

食事をしましょう、というもの。 

   ※2外食時等に食べ残した料理をつめて持ち帰るための袋や容器。 
 

③ 消費者向け啓発運動（キャラクター紹介） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ フードバンクの活用 
まだ食べられるのに処分されてしまう食品を、不要な人から必要とする人へ融通す 

る活動です。 
      セカンドハーベスト・ジャパンなどの民間団体では、防災備蓄食品の受け入れも行

っています。余った食品の提供をご検討ください。 
 

⑤ せたがやエコフレンドリーショップ 

世田谷区では、食品ロスやプラスチックごみの削減に取り組む環境にや

さしいお店（エコフレンドリーショップ）を募集しています。世田谷区ホ

ームページ（ページ ID434で検索）でも登録店を紹介しています。  
  

 【取り組み事例】 
   

食品ロス削減           プラスチック削減 
  ・小盛メニューの提供       ・紙製フォーク・スプーンの使用 
  ・ばら売りや量り売りの実施    ・精肉等のノントレー販売 
  ・売り切りの工夫         ・プラスチック類の店舗での自主回収 
  ・期限間近の食品の値引き販売など ・ポリロールの削減など  

ろすのん 

「NO-FOODLOSS PROJECT」
（食品ロス削減国民運動）の
ロゴマークとして誕生。食品
ロス削減に取り組む団体や企
業が活用できる。 
※ロゴを利用する際は農林水

産省に申請が必要（利用料
は無料）。 

すぐたべくん 
食品小売店で購入する
際、「すぐに食べる食品は
賞味期限や消費期限がよ
り長い商品を棚の奥から
取るのではなく、陳列順
に購入する」ことについ
ての啓発キャラクター。 
※キャラクター単体の使 

用は不可。ポスターは
環境省ＨＰからダウン
ロードできる。 

モッテコ  

飲食店で食べきれなかった料 

理を「お客様の自己責任で」 

持ち帰る行為の愛称。 

※ロゴ等を利用する際は環境

省に申請が必要（利用料は

無料）。 
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世田谷区内には約 27,000 の事業所があり、それぞれがごみの減量やリサイクルの取組みを行っています。 

ここでは、令和４～６年度に立入調査を実施した事業所で、効果的な取組を行っている事業所を施設種別に

紹介します。簡易なものやすぐに取り組める内容も取り上げていますので、是非、自所のごみ減量策の参考

にしてください。 

アパレルや飲食店等の様々なショップが入る大型複合施設。テナ
ントも多く、排出されるごみの種類もさまざま。そこで、テナント
毎の廃棄物の種類や量を把握・管理するために、各テナントの従業

員がごみの計量を行っている。 
また、廃棄物の分別スペースでは、廃棄物の保管だけではなく、

発泡スチロールの圧縮化やガラスびんの破砕を行う専用の機械を設
置し、リサイクルの効率化を図っている。 
  

玉川髙島屋ショッピングセンター （令和６・７年度紹介）  複合施設 

区からひと言 

施設種別 取組事例紹介 

▼破砕後のびん 

この、廃棄物の分別スペースは令和６年秋に
リニューアルされ、名称が「リサイクルファク
トリー」から「リサイクルステーション」に変
更された。 
 生まれ変わった「リサイクルステーション」 

は、単なるごみ置き場ではなく「資源の出発 
点」をテーマとしたもの。 
廃棄物の計量システムを一新し、テナント毎 

の廃棄量やリサイクル率の増減、廃棄物のリサ
イクルフローを従業員一人ひとりがWEB上で
確認できる仕様に。 

 

▲以前の回収箱（左）とリニューアル後の回収箱（右）。コロナ禍で使用し

ていたアクリル板を再利用してつくられている。 

 

リサイクルに関しては、特に廃プラスチ
ックの分別に力を入れており、令和４年度

より「アパレルの包装用ビニール」のマテ
リアルリサイクル（製品の原料として再利
用）を始めた。今後は「ハンガー」のマテ
リアルリサイクルを推進していく。 
また、廃食油については、これまではテ 

ナントごとに契約して処理していたが、今
後はＳＡＦ(航空燃料)の原料にリサイクル
できるよう、髙島屋グループで一括した取
組みを進めていく予定。 

 

▲インゴット化された 
発泡スチロール 

▼リサイクルステーション 
 「

月
毎
の
増
減
」「
業
種
別
」
な
ど
、

様
々
な
デ
ー
タ
が
画
面
で
確
認
で
き
る 

 

 

▲以前の計量システム（左）とリニューアル後の計量システム（右）。直感的

に操作でき、ラベルを廃棄物に貼付することで適正管理ができる。 

計量後に発行されるラ

ベル。（廃棄物に貼付） 

リニューアルによって、テナントの従業員一人ひとりが廃棄物量・料金やリサイクル
フローを把握できるようになり、これまで以上にごみの減量やリサイクルへの意識が
高まることが期待できます。さらに細かくなった分別ルールについても、掲示物やレ
イアウトを分かりやすくすることでスムーズに行うことができています。 

また、分別も１８品目→２０品目とさらに細かくし、より高いレベルでのリサイクルを推進している。 
さらに、回収箱には処理料金やリサイクル方法を明記することで、ごみを出す従業員の意識を高め、 

廃棄物の減量化や再資源化を図ることができるようになった。 

 新
し
く
な
っ
た
ご
み
の
分
別
表
。
主
な
変

更
点
は
ビ
ン
類
。
そ
れ
ま
で
一
種
類
だ
っ
た

が
、
色
ご
と
の
品
目
を
追
加
し
た
。 
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特別養護老人ホーム 上北沢ホーム （令和 7 年度紹介） 

掲示物等に写真を取り入れることで排出方法が分かりやすくなり、適正に分別することができてい
る。また、「わからないボックス」を設置。分別方法が分からないものをボックス入れておくと、廃棄
物の担当者が調べて分別している。 

 

 

区からひと言 写真を掲示することで分別がスムーズになります。また、「わからないボックス」を設
置することで、適正な処理につながります。 

 
福祉施設 

古
紙
類
の
保
管
場
所 

分
別
表
記
は
写
真
を
掲
示 

 

わ
か
ら
な
い
ボ
ッ
ク
ス 

 

サミットストア 芦花公園駅前店 （令和６年度紹介）  小売店 

店
内
入
口
の
ポ
ッ
プ 

区からひと言 もぐもぐチャレンジや生ごみの飼料化等により自社のごみ減量・リサイクルを推進し
ているほか、包装の工夫や啓発などで一般家庭のごみ減量にもつながっています。 

スーパーマーケットのサミットストアでは、食品ロス削減の取り組みとして、 

全店舗（神田スクエア店を除く）で「もぐもぐチャレンジ」を実施。消費期限が 
迫った商品を積極的に購入してもらうことで、店舗で廃棄となってしまう商品を 
減らすことを目的としている。また、食品関連事業者として、同店舗の生ごみは 
食品リサイクル法の登録再生利用事業者に委託し、リサイクルを行っている。 
さらに、商品の包装においては、お米の袋に持ち手を付けることでレジ袋を不 

要としたり、肉・魚類は「ノントレイ包装」などの工夫により、事業ごみだけで 

なく家庭ごみの減量にもつなげている。 
そのほか、芦花公園駅前店においては、店内やバックヤードの至る所に従業員手作りのポップが掲示 
され、ごみ減量やリサイクルに関して来客者や従業員への効果的な啓発を行っている。 

バ
ッ
ク
ヤ
ー
ド
の
ポ
ッ

プ
（
上
）
と
店
内
掲
示
の

チ
ラ
シ
（
下
） 

シ
ー
ル
を
集
め
る
と
寄
付

や
ガ
チ
ャ
ガ
チ
ャ
が
で
き
る 

▲持ち手が付いた米袋 ▲お肉のノントレイ包装 

特別養護老人ホーム 芦花ホーム （令和６年度紹介） 

家庭系ごみ（居住する利用者の生活ごみ）と事業系ごみの両方が発生する施設。チラシや掲示物等を
分かりやすくし、職員への指導を丁寧に行うことで徹底した分別を行っている。 

 

 

区からひと言 
ごみ箱に処理料金を記載することで、職員へコスト意識を持たせたり、実物を掲示す
ることで、分別がスムーズに行われ、ごみの減量につながっています。 

ご
み
箱
に
料
金
を
記
載 

分
別
表
記
は
実
物
を
掲
示 

 

職
員
用
の
分
別
指
導
チ
ラ
シ 

 
 
福祉施設 
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マックスバリュエクスプレス北烏山店 （令和７年度紹介）  小売店 

 学校 

生
ご
み
の
分
別
ボ
ッ
ク
ス 

区からひと言 
リサイクルすることで、廃棄物の減量につながるほか、作業場所やごみ保管庫におい
て、廃棄物の置き場所をきちんと定めることで、分別の徹底につながります。 

「令和６年度廃棄物管理責任者講習会」において、食品リサイクルの取り組み事例を紹介。 

スーパーマーケットのマックスバリュエクスプレスでリサイクルしている品目は１野菜くず２お弁当の
残渣３魚のあら４廃油。リサイクルの流れは下記のとおり。 
 
１野菜くず・２お弁当の残渣 
① 作業場から出た生ごみをボックスに集める。 
② 生ごみをまとめて廃棄物保管庫に保管。 

③ 大田区城南島のリサイクル施設（株式会社アルフォ・ 
バイオエナジー株式会社）へ運搬。 

④バイオガスエネルギーや飼料にリサイクル。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
４廃油 
① 作業場のパイプを通り、廃油庫に保管。 

② 埼玉県八潮市の施設（株式会社吉川油脂）へ運搬。 

③ 石けんや再生油にリサイクル。 

 

 

食品をリサイクルするにあたり、生ごみと廃プラスチ 

ックが混在しないように、ボックスを分けて分別を徹底 

して行っている。 

廃棄物保管庫にはエアコンを設置し、常時冷えた状態 

を保つことで腐敗を防ぎ、臭いが出ないようにしている。 

魚
の
あ
ら 

区からひと言 

東京農業大学 世田谷キャンパス （令和６年度紹介） 

▲学科毎に専用のダスト

ボックスを設置 

世
田
谷
キ
ャ
ン
パ
ス
の
分
別
表 

世田谷キャンパスでは、リサイクル推進のため、独自の分別ルー

ル「世田谷キャンパスリサイクルシステム」を設けている。このル
ールは新入生の学生生活説明会で指導している。 
また、敷地内には「リサイクルステーション」があり、ここで清

掃職員による分別や計量が徹底して行われている。 
さらに、ごみ袋には必ず記名するルールを設け、分別状況が悪け

れば大学総務課から直接指導が行われるなど、学生たちが責任を持

ち、主体的に分別やリサイクルを推進する体制となっている。 
そのほか、生協ではテイクアウト専用の容器として、リサイクル

が可能な「リ・リパック」を採用しており、構内に専用の回収ボッ
クスも設けられている。こうした取り組みもリサイクル率の向上に
つながっている。 
 

 

 ▲リ・リパック専

用の回収ボックス 

独自の分別ルールを設定したり、学生たちが
主体的に分別やリサイクルに取り組む体制を
整えることで、学校全体のごみ減量やリサイ
クル率の向上につながっています。 

 

 

  

廃棄物保管庫へ運ぶ

様子  

▲廃棄物保管庫内(上)に設置 

された生ごみ保管ボックス(右) 

 

バイオマスエネルギー 

飼料 

◀廃棄物収集運搬業者

に回収され、リサイク

ル施設へ運搬される。 

３魚のあら 
① 作業場から出た「あら」 

をボックスに集める。 
② 「あら」をまとめて、 

廃棄物保管庫に保管。 
③ 埼玉県草加市（三幾飼料 

工業株式会社）へ運搬。 
④ 魚の飼料にリサイクル。 
 
 

 

① 

② 

③ 
④ 
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  西海陶器株式会社 （令和６年度紹介） 

 波佐見焼製品のショールーム。本社で商品の卸売を行っ
ており、ショールームでは本社との商品のやり取りのほ
か、顧客へのサンプル品の発送などを行う。そこで使用す

る緩衝材や段ボールについては、使用済みのものをまとめ
てストックしておき、繰り返し使用している。 
 

 ▲再利用するさまざまな緩衝材のほか、段ボール等

もストックしている。 
区からひと言 

緩衝材等を繰り返し使用することで、
ごみの発生抑制につながっています。 

★本誌では、今後も効果的なごみ減量策やリサイクルの取組みを行っている事業所を紹介してまいりますの
で、「ぜひ掲載してほしい！」という事業者の方は、発行元までご相談ください。 

 
 
 
 

 
  

 社員研修宿泊施設。フロント部門、清掃
部門、食堂部門、監視室の４部門の部署で

構成。 
 部門ごとに、従業員が自らごみの計量を
行う。 
計量後に、ごみの種別及び計量値を記録す
ることで「ごみの見える化」につながって
いる。また、収集量とマニフェスト及び、

請求書を照合して廃棄量を確認すること
で、廃棄物処理業務の透明化を図ってい
る。 
 

 区からひと言 処理業者だけに計量を任せず、事業所自身で計量することは廃棄物処理料金の透明
化につながるほか、ごみの発生抑制につながる第一歩となります。 
 

 学校 

区からひと言 

私立駒場学園高等学校 （令和７年度紹介） 

循環型社会への価値観を学ぶための教育活動の一環として、
生徒たちが委員会活動（風紀委員会、厚生委員会）を通し、主

体となって制服のリサイクル等を推進している。 
令和４年度に卒業した生徒からブレザー１２０着の寄附を受

け、令和６年度の新入生６５０名のブレザーに織り込まれた。 
今年度は、より再生繊維（回収されたブレザーから作られた

繊維）の使用率が高い制服をつくるため、１５０着の回収を目
標としている。また、今年度よりブレザーの他にスラックス及
びスカートもリサイクル可能となったため、風紀委員会が啓発
活動に力を入れ、積極的な寄附を呼びかけている。 
また、制服のリサイクル以外にも、ペットボトルキャップの

回収や文化祭でのごみの計量等、生徒たちがごみ減量・リサイ
クルに対して様々な取り組みを行っている。 
 

 
 

制
服
の
リ
サ
イ
ク
ル
の
流
れ
（
風
紀
委
員
会
作
） 

生徒たちが主体的にリサイクルに取り組むこと
で、学校全体のごみ減量やリサイクル率の向上に
つながっています。 

▲制服のタグに、二次元コードが付いている(左)。読み込むと、生徒

が作成した循環型制服の説明動画(右)を視聴できる。 

▲風紀委員会による文化祭での取組み発表 

ポスター制作にも力が入る。 

▲計量器付近には計量・排出の方法を分かりや

すく掲示(右) 

 

▲
計
量
毎
に
数
量
を
記

録
し
、
業
者
か
ら
の
請

求
時
に
照
合
す
る
。 

 
読み込んでみてください！ 
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９ 医療業、建設業、食品関連業の皆さんへ             
  医療業、建設業、食品関連業については、業種の特性に応じたルールがあります。 

１ 医療業 

医療関係機関等 28から出る廃棄物は、アからウの３つに分かれます。 

① 又は②の方法で処理して下さい。  

   

 

  

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細は、世田谷区ホームページ内ページ ID454「医療廃棄物の処理に

ついて」をご覧下さい。 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

28 
病院、診療所、衛生検査所、介護老人保健施設、助産所、飼育動物診療施設、国又は地方公共団体の試験研究機関（※）、大学及び

その付属試験研究機関（※）、学術研究又は製品の製造・技術の改良・考案・発明に係る試験研究所（※） 

（※）医学・歯学・薬学・獣医学に係るものに限る。 
29 

産廃のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある性状を有するものをいう（法第

２条第５項、令第２条の４）。廃棄物が一廃であれば「特別管理一般廃棄物」となる。特管産廃の許可があれば特管一廃も取扱可能。 
30

 Ｐ１３の 14と同様。 

 

 

ア 感染性廃棄物 
 
結核、新型インフルエンザな
ど人に感染するおそれのある
病原体が付着した又は付着し
ているおそれのある廃棄物 

イ 非感染性廃棄物 
医療行為に伴い排出された感染の

おそれのない廃棄物（感染性廃棄

物を滅菌処理したものも含む） 

「区指定ステッカー」（※）（以下

の記載を参照）を貼付すること 

ウ 非医療廃棄物 
 
待合室や事務室などから
出る、医療行為に伴い排
出されるもの以外の廃棄
物 

「特別管理産業廃棄物 29」

の「感染性廃棄物」の許可

を受けた業者に委託 

産業廃棄物は産業廃棄物の許可を受けた業者に委託 
 
一般廃棄物は一般廃棄物の許可を受けた業者に委託 
（両方の許可を受けた業者に委託することもできます。） 

 

①
許
可
業
者
へ
委
託 

②
区
の
収
集
を
利
用
（
右
の
要
件
に
該
当
す
る
場
合
の
み
） 

◆対象施設 
 病院、診療所（歯科診療所含む）、介護老人保健
施設、助産所、飼育動物診療施設のうち、排出
日量が規則に定める基準 30 を超えない施設 

 
◆収集できるもの 

 一般廃棄物（ただし、あわせ産廃を含む） 
 

◆事業系有料ごみ処理券 
 医療関係機関等から出る廃棄物は、適正に分別
し、必ず「事業系有料ごみ処理券」を貼付して
下さい。 

 
 

P.46 参照 

(※)非感染性廃棄物を排出し、許可業者への委託又は区の収集により、区長の指定する処理施設（清掃工場）へ

運搬する場合、感染性廃棄物を非感染性廃棄物に滅菌処理したものには緑色のステッカー、 

最初から非感染性廃棄物のもの（紙おむつ含む）は青色のステッカーを貼付して下さい。 

ステッカーは、社会福祉法人東京コロニー東京都大田福祉工場（TEL:03-3762-7611）で 

購入するか、施設名、管理責任者名、排出年月日を明記し、作成することも可能です。 

非医療廃棄物は区指定ステッカーを貼付する必要はありません。 

P.14参照 
感染性廃棄物、鋭利なもの
（注射針、メス等。ペン型注射器の
ような針部分を容器等で覆っている

もの、未使用のもの、滅菌処理済み

のものも含む。）、液状・泥状の
もの（レントゲン廃液、薬品類

等）、臓器類は出せません！ 

はり師、きゅう師の施術所等からの
施術に使う針や血液等の付着した紙
ごみ等も区では収集しません。 
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２ 建設業 

2002年に施行された「建設リサイクル法」（正式名称：建設工事に係る資材の 

再資源化等に関する法律）により、発注者は、以下の工事を行う場合、工事 

着手の７日前までに届出をしなければなりません。 

また、発注者は、「元請業者」と契約を締結し、書面により説明しなければなりま 

せん。 
 

 

 

 

３ 食品関連業 
   2001年に施行された「食品リサイクル法」（正式名称：食品循環資源の再生利用等の促 

進に関する法律）により、食品関連事業者は、食品廃棄物の発生抑制、再生利用、減 
量に努めなければなりません。（業種ごとのリサイクル率の数値目標あり） 

そのほか、2019年には「食品ロス削減推進法 32」が施行され、新たに事業 
系食品ロス量を 2030年度までに 2000年度比で半減させるとの目標値も設定 

されましたが、食品関連事業者の取組みの成果により目標が８年前倒しで達成された 
ため、2024年３月に策定された「第２次食品ロスの削減の推進に関する基本的な 

方針」では、新たな目標として 2000年度比で 60％減に変更となりました。 

                      【業種ごとのリサイクル率】 

 2022年度 

(推計値) 

目標値 

(2029年度) 

食品製造業 97% 95％ 

食品卸売業 62% 75％ 

食品小売業 61% 65％ 

外食産業 32% 50％ 
 

区内の事業所から出るごみのうち、生ごみは紙ごみに次いで多くの割合を占め、再利

用率も低い状況にあります。生ごみは、「水切りを徹底する」ことが減量化に大変効果

的で、それにより処理費用を減らすこともできる 33ので、一石二鳥です。 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
31 

法第 21 条の３ 土木建築に関する工事（建築物その他の工作物の全部又は一部を解体する工事を含む。以下「建設工事」とい

う。）が数次の請負によって行われる場合にあっては、当該建設工事に伴い生ずる廃棄物の処理についてのこの法律（略）の規

定の適用については、当該建設工事（他の者から請け負ったものを除く。）の注文者から直接建設工事を請け負った建設業（建

設工事を請け負う営業（その請け負った建設工事を他の者に請け負わせて営むものを含む。）をいう。）を営む者（以下「元請

業者」という。）を事業者とする。 
32 「食品ロスの削減の推進に関する法律」が 2019 年 10 月 1 日に施行された。まだ食べられるのに廃棄される大量の食品に関しては

国際的にも重要な課題となっている。国、地方公共団体、事業者、消費者等の多様な主体が連携し、国民運動として食品ロスの削

減を推進しようとするもの。 
33 

生ごみは、その 80％以上が水分と言われている。そのため、例えば、廃棄物の処理単価を１㎏当たりの重さで契約した場合は、水

切りを徹底することにより廃棄物の重量を減らすことができ、処理に係る費用も削減することができる。 

種別 規模 届出先・問い合わせ先

(※)10,000㎡以上の場合等は、東京都に届出が必要になります。届出窓口は、東京都都市整備局
　　市街地建築部建築指導課指導担当（TEL:03-5388-3372  FAX:03-5388-1356）です。

 土木工事等  請負金額が500万円以上

 請負金額が１億円以上 建築物のリフォーム等

 床面積の合計が500㎡以上(※) 建築物の新築・増築

 床面積の合計が80㎡以上(※) 建築物の解体

 防災街づくり担当部建築安全課建築安全担当

 TEL:03-6432-7180
 FAX:03-6432-7987

食品関連事業者 

 

 

 

食品の製造・加工業  食品の卸売・小売業   飲食店及び食事の 

提供を伴う事業者 

法第 21条の３31により建設工事
における廃棄物の排出者は原則
「元請業者」となります。 

P.37～38

参照 
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１０資料集                                   

１ よくあるＱ＆Ａ 
 
（１） 全般に関すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ．新しく事業を始めるが、ごみの処理はどうすればよいか？ 

Ａ．事業活動に伴って報じた廃棄物は、事業者の責任で適正に処理することとされて

います。 

処理については、一般廃棄物処理業の許可を受けた業者（世田谷区許可）や産業

廃棄物処理業の許可を受けた業者（東京都許可）、その他廃棄物処理法の規定に従

い適正な業者に処理を委託するほか、区の収集を利用する、又は自ら処理施設に運

搬する方法があります。なお、事業系ごみは家庭ごみの分別とは異なりますので、

処理する際にはご注意ください。（P.９～１１参照） 

 
Ｑ．事業系一般廃棄物とは？ 

Ａ．事業系一般廃棄物（以下、「一般廃棄物」という。）とは、事業活動に伴って生じ

た廃棄物のうち、産業廃棄物以外の廃棄物とのことをいいます。事業所から排出さ

れる「紙くず、木くず、厨芥類（茶殻・残飯等の生ごみ）」などが該当します。一

般廃棄物は、条例で処理料金の上限（１㎏あたり４６円）が定められています。

（P.７～９参照） 

Ｑ．産業廃棄物とは？ 

Ａ．産業廃棄物とは、事業活動に伴って生じた廃棄物で、『法律』で定める「燃えが

ら、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類」の６種類と、『法律施行

令』で定める「ゴムくず、金属くず、ガラスくず」等の１４種類、計２０種類の廃

棄物のことをいいます。産業廃棄物には処理料金に関する規定はありません。廃棄

物処理を委託する場合は、産業廃棄物処理業の許可を受けた業者（東京都許可）に

契約してください。（P.７、８参照） 

Ｑ．マニフェストとは？ 

Ａ．マニフェストには、産業廃棄物管理票と一般廃棄物管理票の２種類があります。

産業廃棄物管理票は、産業廃棄物の処理を委託した者（排出者）が処理受託者に対

し必ず交付しなければなりません。 

一般廃棄物管理票は、１日平均１００ｋｇ（月平均３トン）以上の一般廃棄物を

２３区内の清掃工場等に運搬する場合に、条例で交付が義務づけられています。

（P.１９、２０参照） 

Ｑ．一般廃棄物と産業廃棄物を一緒に運ぶことができる運搬業者はいるのか？ 

Ａ.一般廃棄物処理業の許可を受けた業者が、産業廃棄物処理業の許可を有している

場合でも、一般廃棄物と産業廃棄物を混載しての運搬は認められていません。その

ため、一般廃棄物を運搬する車で産業廃棄物を運搬することはできません。その逆

も同じです。 

 ごみを適正に分別してから処理業者に引き渡してください。 
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Ａ．事業所で使うものでも、家庭用製品か、業務用製品か（不明な場合は、メーカー

に問い合わせるなどして確認して下さい。）により取り扱いが異なります。 

家庭用製品の場合は、家電リサイクル法によりリサイクルが義務づけられている

ので、①購入店又は買い替え店に引き取りを依頼するか、②家電リサイクル受付セ

ンター（TEL:0570-087200）へお問い合わせ下さい。リサイクル料金が必要です。 

業務用製品の場合は、①購入店又は買い替え店に引き取りを依頼するか、②産業

廃棄物処理業者に処理を委託して下さい。 

Ｑ．エアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機・衣類乾燥機の処理方法は？ 

Ａ．有害な廃棄物は特別な管理が必要なため、「特別管理一般廃棄物（特管一廃）」又 

は「特別管理産業廃棄物（特管産廃）」に区分され、より厳しい法規制の対象になり

ます。処理する際は、「特管産廃」の許可を受けた業者に委託してください。特管産

廃の許可業者は特管一廃もあわせて処理することが認められています。 

◆特管一廃…ＰＣＢ部品、ばいじん、感染性廃棄物、廃水銀など 

◆特管産廃…燃え易い廃油、強酸・強アルカリ、感染性廃棄物、有害物を含むもの、

ダイオキシン関係など 

詳細は、東京都環境局資源循環推進部産業廃棄物対策課審査担当へお問い合わせ 

ください。（TEL:03-5388-3587 FAX:03-5388-1381） 

Ｑ．ＰＣＢ廃棄物、感染性廃棄物、強酸・強アルカリなど有害な廃棄物の処理方法

は？ 

Ｑ．粗大ごみの処理方法は？ 

Ａ．家庭から排出される粗大ごみ（一辺の長さが 30センチメートルを超えるもの）

は、粗大ごみ受付センターにお申込いただいた上、区が収集していますが、事業者

から排出される場合は受付できません。直接、許可業者に処理を委託してくださ

い。 

木製・布製等の廃棄物であれば、一般廃棄物処理業者へ、プラスチック・金属・

ガラス・陶磁器・ゴム製等の廃棄物であれば、産業廃棄物処理業者へ委託してくだ

さい。 

処理費用は、業者によって異なりますので、複数業者にお問い合わせいただいて

からお決めになることをお勧めします。また、新規契約を受ける条件も業者によっ

て異なりますので、条件が合わない場合、新規の契約は断られる場合もあります。

複数業者にお問い合わせいただいた結果、条件が合わず、委託業者が見つからない

場合は世田谷区清掃・リサイクル部事業課へお問い合わせください。 

 

Ｑ．過去に事業を営んでいたが今は廃業している。当時仕事で使用していたものの処

理方法は？ 

Ａ．過去に事業で使用していたものでも事業系ごみとなります。 

許可業者に収集を依頼してください。 
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（２）事業用大規模建築物に関すること 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ａ．原則としてはできません。 

ただし、同一敷地内又は近接する場所にある２つ以上の事業用大規模建築物の所

有者が同じ場合で、一人の廃棄物管理責任者がその２つ以上の建築物の廃棄物管理

責任者になっても、その職務に支障が生じないときは可能です。 

Ｑ．同時に２つ以上の建築物の廃棄物管理責任者になることはできるか？ 

Ａ．基本的には棟ごとに廃棄物管理責任者を選任して下さい。 

ただし、学校、病院、工場など同一敷地内において共通の用途に供せられ、廃棄

物の処理や保管が一体として行われる場合は、１棟とみなします。 

Ｑ．敷地内に２つの棟があるが、廃棄物管理責任者も２人選任する必要があるか？ 

Ｑ．所有者は、民法上の所有権を有する者に限るのか？ 

Ａ．必ずしも民法上の所有権を有するものである必要はありません。この制度におい

ては、次の方を所有者とみなすことができます。（世田谷区事業用大規模建築物に

おける廃棄物の減量及び適正処理に関する指導要綱第４条より） 

（１）建築物の共有者又は区分所有者が構成する管理組合の代表者 

（２）前号の管理組合が構成されていない場合は、建築物の共有者又は区分所有者の

中から選んだ代表者 

（３）建築物の全部を賃借その他の事由により、事実上占有して使用している者 

（４）建築物の所有者から、その建築物の維持、清掃業務等の管理に止まらず、建築

物に関する総合的な管理権限を与えられている者 

Ｑ．廃棄物管理責任者は組織上の管理職でなくてはいけないか？ 

 Ａ．役職の限定はないため、必ずしも管理職である必要はありません。 

廃棄物の処理に関してよく把握し、関係者との連絡・調整ができる方が適任で

す。また、責任者を補佐する補助者を選任することもできますので、ご活用下さ

い。（Ｐ.２５、２６参照） 

Ｑ．廃棄物管理責任者が年度途中で異動してしまった。どうしたらよいか。  

 Ａ．新たに廃棄物管理責任者を決めていただき、選任届を提出してください。 

 廃棄物管理責任者講習会については、区から受講の案内が届いた際に受講していた

だければ問題ありません。 

 

Ｑ．廃棄物管理責任者を選任したが、どのように届け出ればよいか？ 

 Ａ．廃棄物管理責任者選任届を作成・提出する必要があります。詳しくはＰ.２５を

参照してください。 
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Ｑ．テナントビルの所有者だが、複数のテナント事業者が独自に廃棄物処理をしてお

り、処理状況の把握が難しい。それぞれ別個に考えてよいか？ 

Ａ．原則としては１棟の建築物を単位として、対象と考えます。ただし、当該ビル全

体の廃棄物を統括的に管理できる方がおらず、一体的な取扱いが困難な場合は、各

部分ごとに独立した建築物とみなすことができます。その場合、各部分が 1,000㎡

未満になったとしても、それぞれを１棟の建築物とみなすため、各テナントもそれ

ぞれに所有者としての責務が生じますので、個別に廃棄物管理責任者の選任や再利

用計画書の提出が必要です。 

  また、区分所有により所有者が複数いらっしゃる場合も同じで、一体的な取扱い

が困難な場合は、それぞれ独立した対象者とすることができます。 

Ｑ．廃棄物管理責任者講習会を受講していないと廃棄物管理責任者にはなれないか？ 

 Ａ．先に講習会を受講している必要はありません。まずは廃棄物管理責任者を選任し

ていただき、講習会は選任後１年以内に受講してください。なお、講習会の開催時

期になりましたら、区から責任者の方あてに受講の案内をお送りします。 

 

Ｑ．この建物からごみはほとんど出ないので、何もしなくていいか？ 

Ａ．対象の建築物は、事業用途の床面積を基準にしているので、ごみの排出がない、

もしくは量が少なくても、廃棄物管理責任者の選任と届出（選任した日から３０日

以内）、再利用計画書とごみ処理・リサイクルフロー図の提出（毎年５月末まで）

をお願いします。 

Ａ．区へご連絡いただき、変更後の情報をお知らせください。書類の提出等は不要で

す。 

  

Ｑ．建物の名称・所有者等に変更があった時に必要な手続きは？ 

Ａ．廃棄物管理責任者の義務です。要綱第７条の規定により、区長は廃棄物管理責任

者に講習会を受講させることとなっています。 

 

Ｑ．廃棄物管理責任者講習会の受講は義務か？ 

 

Ａ．講習会は廃棄物管理責任者以外も参加することは出来ますが、受講修了と認めら

れるのは廃棄物管理責任者もしくは補助者が受講した場合のみです。それ以外の方

が受講した場合は、廃棄物管理責任者の受講義務が残りますのでご注意ください。 

  なお、講習会は毎年１回実施していますので、受講出来なかった場合は次年度に

改めて受講のご案内をします。 

 

Ｑ．廃棄物管理責任者講習会に廃棄物管理責任者が出席できなくなった。代理を出席

させてもよいか？ 
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２ 廃棄物処理法の主な罰則 
 

排出事業者に係る主な違反項目 罰則（懲役、罰金） 根拠法令 

廃棄物の不法投棄、不法焼却 ５年以下の懲役若しくは 

1,000 万円以下（法人の

場合は３億円以下）の罰

金又はこの併科 

法第 25 条 

（法第 32 条） 
無許可営業 

無許可業者への委託禁止違反 

改善命令違反 ３年以下の懲役若しくは 

300 万円以下の罰金 

又はこの併科 

法第 26 条 
委託基準違反 

廃棄物管理票（産廃マニフェスト）の 

・不交付、未記載、虚偽記載 

・保存義務違反 

※以上の行為は、万一委託した廃棄物が不適正に

処理された場合に、東京都からの措置命令の対象

にもなります。また、未受領時に適正な措置を講

じない場合も、措置命令の対象になります。 

１年以下の懲役若しくは 

100 万円以下の罰金 
法第 27 条の２ 

産業廃棄物処理責任者又は 

特別管理産業廃棄物管理責任者 

設置義務違反 
30 万円以下の罰金 法第 30 条 

報告徴収違反、立入検査拒否・妨害 

 

Ａ．講習会の内容は自治体ごとに異なりますので、必ず世田谷区の講習会を受講して

ください。なお、世田谷区の講習会を過去５年以内に受講したことがあれば、新た

に廃棄物管理責任者に選任された場合であっても再度の受講は不要です。 

 

Ｑ．以前他の自治体で廃棄物管理責任者講習会を受講したが、再度世田谷区で受講が

必要か？ 

 

Ａ．立入調査とは、事業用大規模建築物を対象に、再利用計画書等に基づいて現場の

排出実態や分別状況を確認させていただくものです。現場を確認した上で、ごみの

減量やリサイクルに向けての改善提案をさせていただくことが主な目的ですので、

調査の中で何か不備が発覚したからといって罰則があるわけではありません。指摘

事項があった場合は、次回調査までに改善に努めていただくようお願いします。

（Ｐ.２３、２４参照） 

 

Ｑ．区から立入調査の通知が届いたが、どのようなことを調査されるのか不安であ

る。現場で不備が発覚した場合、何か罰則があるのか？ 
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３ 主な事業系廃棄物 分別一覧表  

  

   種 類      具 体 例           備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

一 
 

般 
 

廃 
 

棄 
 

物 
 

（
備
考
の
◆
は
、
業
種
に
よ
り
産
業
廃
棄
物
に
な
る
も
の
） 

  一 般 廃 棄 物  

生 

ご 

み 

  

 

 

 

 

食べ残し      調理残さ 

◆食料品製造業、医薬品

製造業などから出る生

ごみは「産廃」です。 

◇食品関連事業者には、 

食品リサイクル法の適 

用があります。P44参照 

 

 

臭い・汚れのついた紙   写真  感熱紙（レシート等） 

 

 

 
凹凸のある紙 圧着はがき 防水加工の紙 カーボン紙 

（点字印刷物等） 

 

◆建設業、紙製造業、新

聞業、出版業、製本業

などから出る紙くずは

「産廃」です。 

◇靴や鞄の詰め物、アイ 

ロンプリント紙、合成 

紙は資源にはなりませ

ん！ 

 

紙 

く 

ず 

 

 

 
 
 

新聞     雑誌    段ボール 

 
 

 

 

 

牛乳パック     オフィス古紙  シュレッダー古紙 

◇古紙のリサイクルには 

事業系リサイクルシス

テムもあります。 

P.16 参照 

◇シュレッダー古紙は、

区の収集に出す場合は

「可燃ごみ」です。 

◇シール、粘着テープ、

ビニールが貼られてい

る場合、金属やプラス

チックがついている場

合は、取り除いてから

出して下さい。 

【
資 

源
】 

古 

紙 

 

 

 

    

割り箸

箸       剪

定枝 

 

◆建設業、木材又は木製品製

造業、家具製造業、パルプ

製造業などから出る木くず

及び貨物流通用の木製パレ

ットは「産廃」です。 

◇剪定枝は再生資源化に

ご協力下さい。P36参照 

木 

く 

ず 

 

 

 

    洋服        布 

 

◆建設業、繊維工業（衣

服その他の繊維製品製

造業を除く）などから

出る繊維くずは「産

廃」です。 

天
然
繊
維
く
ず 

緑で色分けした部分は、一般的に【資源】になるもの

※その他にも資源化できるものはあります 

 

 

 
 

剪定枝     
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    種 類       具 体 例          備 考 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資源】飲食用のガラスびん 

 

 

 

【資源】飲食用の缶      

 
 
 
 

ビニール袋  発泡スチロール  ゴム製品 弁当がら 

◇ プラスチック類・ゴム

くずは産廃ですが、弁当

がらは、所定の条件を満

たせば中防不燃ごみ処理

センターに持ち込むこと

も可能です。P.15参照 

・
ゴ
ム
く
ず 

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類 

 
 
 
 

 刃物類  スプレー缶  はさみ   鍋 

◇スプレー缶は中身を使

い切ってから出して下

さい。 

金 

属 

類 

 
 
 
 
 
 
  

コップ   茶碗   電球  植木鉢 

◇電球は、産廃の「金属く
ず」、「ガラスくず」と
「プラスチックくず」の
混合物に分類されます。 

◇水銀蛍光管は、水銀使用
製品産業廃棄物を扱える
業者に委託して下さい。 

陶
磁
器
類 

ガ
ラ
ス
・ 

 
 
 
 

乾電池  ボタン電池・充電式電池 

◇電池は、産廃の「金属

くず」と「汚泥」の混

合物に分類されます。 

電 

池 

 

 

 

   一斗缶      

◇ガラスびん・缶のうち

飲食用のもののリサイ

クルには、事業系リサ

イクルシステムもあり

ます。  P.16参照 

◇自動販売機のガラスび

ん・缶は、販売業者に 

よる引き取り（ベンダー 

回収）が一般的です。 

缶 

 

 

 

化粧品・薬品のガラスびん 

 
 
 
 

エンジンオイル 

◇食用油は、固めたり、紙

に吸わせず、リサイクル

することでごみ量を減ら

すことができます。 

廃 

油 

 

 

 

【資源】食用油 

ガ
ラ
ス
び
ん 

 

 

 

【資源】飲料用・調味料用のペットボトル 

◇自動販売機のペットボ

トルは、販売業者によ

る引き取り（ベンダー

回収）が一般的です。 

ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル 

産 
 

業 
 

廃 
 

棄 
 

物 
 

 

  一 般 廃 棄 物 

 

ボタン電池・充電式電池

は、区の収集には出せま
せん。販売店等へ。 
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管　轄

清掃・リサイクル部
事業課

〒156-0043
世田谷区松原6-3-5
  TEL 03-6304-3263
  FAX 03-6304-3341

世田谷清掃事務所 〒154-0011
世田谷区上馬5-21-13
  TEL 03-3425-3111
　FAX 03-3425-8381

赤堤、池尻、梅丘、大原、上馬、北沢、
経堂、豪徳寺、駒沢1～2丁目、桜、桜
丘、桜上水、三軒茶屋、下馬、世田谷、
代沢、太子堂、代田、弦巻、野沢、羽
根木、松原、三宿、宮坂、若林

玉川清掃事務所 〒158-0092
世田谷区野毛1-3-7
　TEL 03-3703-2638
  FAX 03-3704-7096

奥沢、尾山台、上野毛、上用賀、駒沢
3～5丁目、駒沢公園、桜新町、新町、瀬
田、玉川、玉川台、玉川田園調布、玉
堤、等々力、中町、野毛、東玉川、深
沢、用賀

砧清掃事務所 〒156-0056
世田谷区八幡山2-7-1
　TEL 03-3290-2151
  FAX 03-3290-2171

宇奈根、大蔵、岡本、粕谷、鎌田、上北
沢、上祖師谷、北烏山、喜多見、砧、砧
公園、給田、成城、祖師谷、千歳台、八
幡山、船橋、南烏山
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